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Ⅳ高等教育における職業教育の在り方
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○短期大学における職業意識・能力の形成を目的とし

 
た教育の実施状況（平成１９年度）

○職場体験・インターンシップの実施状況

○産学人材育成パートナーシップ産学人材育成パートナーシップ

○高等専門学校教育の充実について

○専門学校の専門分野別教員（本務及び兼務）

 
実務経験年数割合
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○大学等の各分野別の講義、演習、実験・実習の割合①
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○大学等の各分野別の講義、演習、実験・実習の割合②
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○専門学校の各分野別の講義、実習、企業内実習の

 
割合

○旧制実業専門学校におけるカリキュラムの例

○諸外国の職業教育に関する高等教育機関

○諸外国における職業教育及び資格枠組みの動向

Ⅴ各学校段階を通じたキャリア教育・職業教育の在り方

○ 「生きる力」

○ 「学士力」

○職業観・勤労観を育む学習プログラムの枠組み（例）

○ 「社会人基礎力」
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○新規採用にあたって重視する点
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資料：総務省統計局「就業構造基本調査」労働省政策調査部で特別集計（～平成9年）、

 

総務省統計局「労働力調査（詳細結果）」（平成14年～）
資料：総務省統計局「労働力調査」

（注）

 

｢若年無業者｣の定義は、15～34歳で、非労働力人口のうち、家事も通学もしていない者。

○新規学卒就職者の３年以内の離職率の推移

○フリーターの数の推移 ○若年無業者の数の推移
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フリーターは170万人、若年無業者は60万人超フリーターは170万人、若年無業者は60万人超

中卒で約7割、高卒で約5割、大学等卒で約4割が就職後3年以内に離職中卒で約7割、高卒で約5割、大学等卒で約4割が就職後3年以内に離職

資料：厚生労働省「新規学校卒業就職者の就職離職状況調査」各年いずれも３月卒を示す

若者の現状

（注）

 

｢フリーター｣の定義は、15～34歳で、男性は卒業者、女性は卒業者で未婚の者とし、
１

 

雇用者のうち勤め先における呼称が｢パート｣又は｢アルバイト｣である者、
２

 

完全失業者のうち探している仕事の形態が「パート・アルバイト」の者、
３

 

非労働力人口のうち希望する仕事の形態が「パート・アルバイト」で、家事・通学等していない者

 

の合計。（平成14年より前は若干内容が異なり、単純な比較はできない）

Ⅰ 現状と課題
 

Ⅱ改革の基本的方向性
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（注）会社などの役員を除く雇用者のうち、正規の職員・従業員を除いた雇用者の割合

資料：総務省「就業構造基本調査」

○雇用形態別雇用者数の推移

※平成12年までは「労働力調査特別調査」（2月調査）、平成17年以降は「労働力調査詳細集計」（年平均）
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雇用の現状



5

47.2

38.7

30.3

20.8

9.3

6.9

49.6

72.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

問題がある

【問題点の内訳】

指導する人材が不足している

人材育成を行う時間がない

人材を育成しても辞めてしまう

鍛えがいのある人材が集まらない

育成を行うための金銭的余裕がない

適切な教育訓練機関がない

人材育成の方法が分からない

(%)
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資料：昭和63～平成10年は労働省「賃金労働時間制度等総合調査」により作成

 

平成14～18年は厚生労働省「就労条件総合調査」により作成
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資料：総務省「労働力調査」

○労働費用に占める教育訓練費用の割合の推移○就業者に占める若年者・高齢者の割合の推移

○人材育成に関する問題があるとする事業所

 及び問題点の内訳
○計画的OJT・OFF-JTの実施状況

資料：厚生労働省「能力開発基本調査」（平成20年度）
※問題点は複数回答

資料：厚生労働省「能力開発基本調査」（平成18年度、19年度、20年度）

59.4

23.8

平成19年度

正社員

非正社員

（％）

※計画的OJT（日常の業務に就きながら行われる教育訓練で、計画書を作成する

 

などして段階的・継続的に教育訓練を実施するもの）を実施した事業所の割合。
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資料：文部科学省「学校基本調査」

※専修学校制度は昭和５１年度に創設

近年、就職者は高等教育修了者が中心に（昭和45年度：約2割→平成20年度：約8割）近年、就職者は高等教育修了者が中心に（昭和45年度：約2割→平成20年度：約8割）
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就職者の全体構成の推移
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資料：文部科学省「学校基本調査」

専門的・技術的職業従事者

事務従事者

販売従事者

サービス職業従事者

生産工程・労務作業者

その他

高卒は生産工程・労務作業者、高専・短大卒は専門的・技術的職業従事者、

 大卒は事務従事者が最も多くなっている。

 

高卒は生産工程・労務作業者、高専・短大卒は専門的・技術的職業従事者、

 大卒は事務従事者が最も多くなっている。
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　高等学校, 20.7万人

94.3万人(S43)

　短期大学, 6.0万人

19.4万人(H4)

　専門学校, 21.1万人

26.3万人(H5)

　大学(学部), 38.8万人

　高等専門学校, 0.6万人0
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（万人）

※就職者数には、一時的な職に就いた者は含まない。

就職者数の推移（学校種別）

資料：文部科学省「学校基本調査」
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20

資料：文部科学省「学校基本調査」
※就職率は、各学校段階卒業後すぐに就職した者の割合を示す。
※就職率の算定に用いた就職者数には、一時的な職に就いた者は含まない。

就職率の推移（学校種別）
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※高等学校について、昭和59年以降通信制への進学含む

進学率の推移

資料：文部科学省「学校基本調査」
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企業から見た人材の現状

○

 
企業の人材水準への評価

 
（学歴別）

資料：平成20年3月文部科学省

 

「専門学校教育の評価に関する現状調査」

～１０年前と比べて人材の質をどのように評価しているか～

約３分の１の企業が、人材の質が低くなったと評価している。約３分の１の企業が、人材の質が低くなったと評価している。



12

国立 公立 私立

0.3% 74.5% 25.2%
(16) (3,906) (1,321)

普通科 4,359 (56.6%) 2,427,838 (72.3%) ― ― ―

専門学科 3,013 (39.1%) 771,664 (23.0%) ― ― ― 農業11.5%　工業35.2%　商業29.6%　水産1.2%　家庭6.0%　看護1.7%　情報0.4%　福祉1.3%　その他13.2%

総合学科 328 (4.3%) 159,209 (4.7%) ― ― ―

1.0% 1.6% 97.4%
(5) (8) (490)

0.4% 6.8% 92.8%
(11) (202) (2,755)

85.9% 9.4% 4.7%
(55) (6) (3)

0.5% 7.0% 92.6%
(2) (29) (386)

11.2% 11.8% 77.0%
(86) (90) (589)

34.1% 4.9% 61.0%
(42) (6) (75)

分野別比率

高等学校 5,243 3,358,711

学校数（比率）
学生・生徒数
（比率）

専門職大学院 123 23,033 人文科学0.7%　社会科学90.7%　工学1.0%　医・歯学0.6%　教育3.1%

大学 765 2,520,593 人文科学15.6%　社会科学35.8%　理学3.3%　工学16.3%　農学3.0%　医・歯学2.5%　薬学2.2%　家政2.6%　教育6.1%

人文科学12.4%　社会科学12.0%　教養1.4%　工業3.5%　農業0.8%　保健7.6%　家政20.8%　教育29.8%166,448417短期大学

38,731

2,968 582,864
専門学校
（専修学校専門課程）

国公私比率(学校数）

商船学科2.0%　工業学科96.6%　その他(情報デザイン学科、コミュニケーション情報学科、国際流通学科、経営情報学科）1.4%高等専門学校 64 56,135

工業11.0%　農業0.02%　医療35.8%　衛生14.7%　教育・社会福祉3.6%　商業実務17.5%　服飾・家政9.0%　文化・教養8.5%

工業14.2%　農業0.6%　医療33.8%　衛生12.5%　　教育・社会福祉6.9%　商業実務9.9%　服飾・家政3.6%　文化･教養18.6%

高等専修学校
（専修学校高等課程）

503

※通信教育については含まない。

 
※高等学校の学校数は、複数の学科を併置する高校があるため、各学科の総計と異なる。

 
※学生・生徒数については本科、学部のみ。

 
※国公私比率は学校数ベース、分野別比率は学生・生徒数ベース。

 
※専門職大学院の学校数は、大学の内数。

資料：文部科学省「学校基本調査」（平成20年度）

後期中等教育、高等教育機関の学校数、学生・生徒数等の状況
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学術の中心として、広く知

 

識を授けるとともに、深く

 

専門の学芸を教授研究し、

 

知的、道徳的及び応用的

 

能力を展開させること

深く専門の学芸を教授研

 

究し、職業又は実際生活

 

に必要な能力を育成する

 

こと

深く専門の学芸を教授し、

 

職業に必要な能力を育

 

成すること

職業若しくは実際生活に

 

必要な能力を育成し、又

 

は教養の向上を図ること

中学校における教育の

 

基礎の上に、心身の発達

 

及び進路に応じて、高度

 

な普通教育及び専門教

 

育を施すこと

目 的

２年以上在学、６２単位

 

以上
（修業年限３年の短大：３年

 

以上在学、９３単位以上）

２年又は３年

短期大学

市町村立：都道府県教育委員会
私立：都道府県知事

国、地方公共団体の他、

 

次に該当する者
・専修学校経営に必要な

 

経済的基礎
・専修学校経営に必要な

 

知識・経験
・社会的信望

置くべき職員：
校長、相当数の教員

1年以上在学
年間授業時数８００時間

 

以上
（大学に編入学できる専門

 

課程：２年以上、１７００時間

 

以上）
（専門士の称号を得られる

 

専門課程：２年以上、１７００

 

時間以上）
（高度専門士の称号を得ら

 

れる専門課程：４年以上、３

 

４００時間以上）

１年以上

高等課程：
中学校等を卒業した者等
専門課程：
高等学校等を卒業した者

 

等

専修学校

置くべき職員：
校長、教授、准教授、

 

助教、助手、事務職員
置くことのできる職員：
講師、技術職員等

１６７単位以上
（うち一般科目７５単位以上、

 

専門科目８２単位以上）

５年
（商船：５年６月）

中学校等を卒業した者等

高等専門学校

国、地方公共団体、学校

 

法人

置くべき職員：
校長、教頭、教諭、事務

 

職員
置くことのできる職員：
副校長、主幹教諭、指

 

導教諭、養護教諭、栄

 

養教諭等

７４単位以上

３年
（定時制・通信制：３年以上）

中学校等を卒業した者等

高等学校

文部科学大臣設置認可

国、地方公共団体、学校法人設置者

置くべき職員：
学長、教授、准教授、助教、助手、事務職員
置くことのできる職員：
副学長、学部長、講師、技術職員等

教職員

４年以上在学、１２４単位

 

以上
（医・歯：６年以上、１８８単

 

位以上）
（薬学：６年以上、１８６単位

 

（うち実習２０単位以上）以

 

上）
（獣医：６年以上、１８２単位

 

以上）

卒 業 ・

修了要件

４年
（医・歯・薬・獣医：６年）

修業年限

高等学校等を卒業した者等入学資格

大 学

各学校種の主な制度
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キャリア教育・職業教育等の現状

（教育の目標）

 
第２条

 

教育は、その目的を実現するため、学問の自由を尊重しつつ、次に掲げる目標を達成するよう行われるものとする。

一

 

幅広い知識と教養を身に付け、真理を求める態度を養い、豊かな情操と道徳心を培うとともに、健やかな身体を養うこと。

二

 

個人の価値を尊重して、その能力を伸ばし、創造性を培い、自主及び自律の精神を養うとともに、職業及び生活との関連を

 
重視し、勤労を重んずる態度を養うこと。

三

 

正義と責任、男女の平等、自他の敬愛と協力を重んずるとともに、公共の精神に基づき、主体的に社会の形成に参画し、そ

 
の発展に寄与する態度を養うこと。

四

 

生命を尊び、自然を大切にし、環境の保全に寄与する態度を養うこと。

五

 

伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛するとともに、他国を尊重し、国際社会の平和と発展に寄与

 
する態度を養うこと。

（義務教育）

 
第５条

 

国民は、その保護する子に、別に法律で定めるところにより、普通教育を受けさせる義務を負う。

２

 

義務教育として行われる普通教育は、各個人の有する能力を伸ばしつつ社会において自立的に生きる基礎を培い、また、

 
国家及び社会の形成者として必要とされる基本的な資質を養うことを目的として行われるものとする。

３

 

国及び地方公共団体は、義務教育の機会を保障し、その水準を確保するため、適切な役割分担及び相互の協力の下、その

 
実施に責任を負う。

４

 

国又は地方公共団体の設置する学校における義務教育については、授業料を徴収しない。

教育基本法（平成１８年１２月改正）

 

抄

（４）特に重点的に取り組むべき事項

 
◎キャリア教育・職業教育の推進と生涯を通じた学び直しの機会の提供の推進

○キャリア教育や専門高校における職業教育の推進

中学校を中心とした職場体験活動をはじめ、キャリア教育を推進する。あわせて、すべての専門高校において、地域社会との

 
連携強化等を重視するなど、職業教育の活性化を促す。

○専門的職業人や実践的・創造的技術者の養成の推進

大学・短期大学、高等専門学校、専修学校等における実践的な職業教育を促す。特に国際的に活躍できる高度専門職業

 
人を養成するため、専門職大学院等の教育の高度化を促すとともに、各分野の評価団体の形成を促進する。さらに、実践的・

 
創造的な技術者を養成するため、高等専門学校の振興のための計画を策定し、その実現に向けた取組を行う。

教育振興基本計画（平成２０年７月閣議決定）

 

抄
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5,243
5,4505,4935,5015,512

5,369

5,098

4,8624,8174,811
4,5864,572

3,575

3,000

4,000

5,000

6,000

高等学校
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831
760
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503

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

昭和23年 28 33 38 43 48 53 58 63 平成5年 10 15 20

高等専門学校
中等教育学校

高等課程を置く専修学校

校

学校数の推移（学校種別）

（出典）文部科学省「学校基本調査」

Ⅲ 後期中等教育におけるキャリア教育・職業教育の在り方
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生徒数の推移（学校種別）

1,203,963

3,896,682

4,521,956

5,010,472

3,057,190

2,528,000

4,201,223
4,414,896

4,716,105

5,533,393

4,258,385

3,809,827

3,367,489

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

高等学校

236
4,736

17,689

38,365

3,375

8,560

48,288

46,636

47,245
50,934

55,453 56,214
57,875 59,446

76,367

101,157
110,736

77,358

58,083

25,286

52,901 38,730

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

昭和23年 28 33 38 43 48 53 58 63 平成5年 10 15 20

中等教育学校後期課程

高等専門学校

専修学校（高等課程）

（出典）文部科学省「学校基本調査」

人
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高等学校等
1,162,356人
96.9%

高等専門学校
10,966人
0.9%

その他
15,934人
1.3%

専修学校（高等課程）

2,722人
0.2%

就職者
7,331人
0.6%

中学校卒業者の進路状況（平成20年3月）

（出典）文部科学省「平成20年度学校基本調査」

※「高等学校等」には、中等教育学校（後期課程）及び特別支援学校高等部を含む。
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○学校教育法第50条
高等学校は、中学校における教育の基礎の上に、心身の発達及び進路に応じて、高度な普通教育及び専門

 
教育を施すことを目的とする。

目的

○学校教育法第51条
高等学校における教育は、前条に規定する目的を実現するため、次に掲げる目標を達成するよう行われる

ものとする。
一

 

義務教育として行われる普通教育の成果を更に発展拡充させて、豊かな人間性、創造性及び健やかな
身体を養い、国家及び社会の形成者として必要な資質を養うこと。
二

 

社会において果たさなければならない使命の自覚に基づき、個性に応じて将来の進路を決定させ、一
般的な教養を高め、専門的な知識、技術及び技能を習得させること。
三

 

個性の確立に努めるとともに、社会について、広く深い理解と健全な批判力を養い、社会の発展に寄
与する態度を養うこと。

目標

高等学校の目的・目標、制度の概要

①全日制の課程：通常の課程
②定時制の課程：夜間その他特別の時間又は時期において授業を行う課程
③通信制の課程：通信による教育を行う課程

課程

①普通科

 

：普通教育を主とする学科
②専門学科：専門教育を主とする学科（例：農業科、工業科、商業科）
③総合学科：普通教育及び専門教育を選択履修を旨として総合的に行う学科

学科

①全学科共通

 

：７４単位以上（必履修教科・科目は最低３１単位）
②専門学科のみ：専門教科・科目から２５単位以上

卒業に必要な単位数
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学科別学科数の割合

総合学科,
323, 4.5%

その他専門学科,

586, 8.2%

福祉, 100,
1.4%

家庭, 319,
4.4%

水産, 45, 0.6%

商業, 744,
10.4%

工業, 587,
8.2%

農業, 333,
4.6%

看護, 97, 1.4%

情報, 24, 0.3%

普通科
4,025
56.0%

学科別生徒数の割合

普通科
2,427,838
72.3%

情報, 2,759,
0.1%

看護, 12,794,
0.4%

家庭, 46,007,
1.4%

水産, 9,458,
0.3%

福祉, 9,922,
0.3%

商業, 228,789,
6.8%

工業, 271,968,
8.1%

農業, 88,357,
2.6%

その他専門学科,
101,610, 3.0%

総合学科,
159,209, 4.7%

高等学校の学科数・生徒数（学科別）

（出典）文部科学省「平成20年度学校基本調査」

※

 

全日制・定時制のみ

※

 

学科数について、同一の学科が全日制・定時制の両方に設置されている場合は１として計上。

職業学科

 

計 2,249 学科

 

31.3% 職業学科

 

計 670,054 人

 

19.9%

※「その他の専門学科」には、理数、体育、音楽、美術、外国語、国際関係等の学科がある。
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高等学校の学科数の推移（学科別）
7,319 7,459 7,440 7,746 7,631 7,484 7,183

3,586
3,965 4,040 4,338 4,286 4,182 4,025

 7,707
計 7,255

4,318

普通 3,366

－

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

695
662 635

1,126 1,103 1,083
1,030

936
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222 234 382411

581

492 460

農業 679

333
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434

工業 715 690
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736

686 685

商業 1,201

1,064

744

535253 485252水産 56

家庭 955

319

634 536
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372

97
99

140152160159
看護 159

 24情報, 22
福祉, 68

 100

その他 283

606607
521

363261

586

323

277

総合学科 23

141

－

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

昭和45年 　　50 　　55 　　60 平成2年 　　７ 　　12 　　17     20

（出典）文部科学省「学校基本調査」

※

 

全日制・定時制のみ

※「その他の専門学科」には、理数、体育、音楽、美術、外国語、国際関係等の学科がある。

※

 

学科数について、同一の学科が全日制・定時制の両方に設置されている場合は１として計上。
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資料：文部科学

 

省「学校基本調

 

査」

職業学科の比率は年々減少。普通科は最近20年間、ほぼ一定（約7割）で推移。職業学科の比率は年々減少。普通科は最近20年間、ほぼ一定（約7割）で推移。
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※総合学科は平成６年度より導入。「その他の専門学科」には、理数、体育、音楽、美術、外国語、国際関係等の学科がある。

高等学校の学科別生徒数の構成割合の推移

（出典）文部科学省「学校基本調査」
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高等学校専攻科の概要

【概要】

<目的> 精深な程度において、特別の事項を教授し、その研究を指導すること（学校教育法第58条）

<修業年限> 1年以上

<入学資格> 高等学校若しくはこれに準ずる学校若しくは中等教育学校を卒業した者又は文部科学大臣

 の定めるところにより、これと同等以上の学力があると認められた者

<設置基準>
専攻科の編制、施設、設備等については、高等学校設置基準によらなければならない。ただし、教育

 上支障がないと認めるときは、都道府県教育委員会等は、専攻科の編制、施設及び設備に関し、必要

 と認められる範囲内において、高等学校設置基準に準じて、別段の定めをすることができる。

1422076228119104専攻科を設置
する学校数（B）

2．32．0078．40．662．20．13．23．00．1設置割合（B/A）

 
（％）

8,7013206,99112554636532263176専攻科の
在籍生徒数

6,2741002497319457445873334,025当該学科を設置

 
する学校数（A）

合計福祉情報看護家庭水産商業工業農業普通科

（出典）文部科学省「平成20年度学校基本調査」
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高等学校卒業者の進路状況の推移
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176

109

33.9%

24.5%

16.1%

23.6%

16.2%

29.9%

22.2%

52.8%

46.2%

16.9%

63.4%

19.0%

41.9%
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万人

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

（参考）高校卒業者数（全日制・定時制）

高校卒業者の大学短大進学率

就職率

高校卒業者のうち

専修学校・各種学校等への進学率

（出典）文部科学省「学校基本調査」

※

 

「大学短大進学率」は、昭和58年度以前は通信制への進学を除いており、厳密には昭和59年度以降と連続しない。
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22.1%

61.9%

9.6%

201510563585348433833
0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

大学・短大進学率

就職率

専修学校等進学率

普通科

21.0%

27.5%

46.3%

201510563585348433833
0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

大学・短大進学率

就職率

専修学校等進学率

専門学科

高等学校卒業者の進路状況の推移（普通科・専門学科別）

（出典）文部科学省「学校基本調査」

普通科、専門学科ともに大学・短大進学率が上昇している。
専門学科卒業生の進路では、依然として就職する者が最も多い。

普通科、専門学科ともに大学・短大進学率が上昇している。
専門学科卒業生の進路では、依然として就職する者が最も多い。

※

 

「大学短大進学率」は、昭和58年度以前は通信制への進学を除いており、厳密には昭和59年度以降と連続しない。

※

 

全日制・定時制のみ
※

 

専門学科は「職業学科」と「その他の学科」の合計
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35.3%

67.4%

20.3%

43.2%

22.9%

7.4%

25.9%

17.0%

14.0%

61.9%

52.4%

25.7%

10.8%

23.4%

21.4%

9.7%

25.3%

12.3%

22.1%

13.6%

21.3%

14.1%

15.3%

29.3%

6.5%

48.1%

27.9%

6.5%

41.0%

65.5%

43.9%

62.6%

54.5%

9.5%

18.9%

2.5%

0.1%

0.1%

77.7%

0.4%

0.04%

0.2%

0.2%

0.03%

7.0%
0.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総合学科

その他

福祉

情報

看護

家庭

水産

商業

工業

農業

普通

計

大学・短期大学進学者 高等学校等（専攻科）進学者 専修学校（専門課程）進学者

専修学校（一般課程）等入学者 公共職業能力開発施設等入学者 就職者

一時的な仕事に就いた者 左記以外の者 死亡・不詳の者

高等学校卒業者の進路別の割合（学科別）(平成20年3月)

（出典）文部科学省「平成20年度学校基本調査」※

 

全日制・定時制のみ
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卒業後、進学も就職もしていない者の割合

※平成20年3月卒業生（カッコ内は平成16年3月卒業生）
※専門学校についてはデータ無し

－

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

大卒 短大卒 高専卒 高卒

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

53,698人

 

(92,620人)59,791人

 

(110,035人)

8,400人

 

(17,709人)

195人

 

(445人)

10.8% 
(20.0%)

1.9％

進学も就職もしていない者の数

 
進学も就職もしていない者の割合

（人） （％）

－

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

普通科卒 専門学科卒 総合学科卒

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

5.3% 
(7.6%)

3.9% 
(7.0%)

5.2% 
(8.8%)

41,495人

 

(69,049人)

2,358人

 

(2,454人)

9,845人

 

(21,117人)

10.0% 
(15.8%)

1.9％

 

(4.4％)

4.9% 
(7.5%)

（人） （％）

内訳

進学も就職もしていない者の数

 
進学も就職もしていない者の割合

ここ数年減少傾向にあるものの、大学・短大で約１０％、高等学校で約５％存在。

 高等学校において、学科別に見ると、普通科卒が最も多くなっている。

 

ここ数年減少傾向にあるものの、大学・短大で約１０％、高等学校で約５％存在。

 高等学校において、学科別に見ると、普通科卒が最も多くなっている。

（出典）文部科学省「学校基本調査」
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（％）

就職率

 
全国平均

 
19.0％

県外就職率

 
全国平均

 
4.0％

（出典）文部科学省「平成20年度学校基本調査」

高等学校卒業者の就職率（都道府県別）(平成20年3月)

※

 

全日制・定時制のみ
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5.8

28.5

38.9

11.4

30.6

22.9

31.3 4.1

4.5

専門的・技術的職業従事者
67.4

41.9

事務従事者 55.8

34.3

10.0

29.9

11.9

23.7

販売従事者  25.5

11.7

5.2

12.0

18.0

17.0

農林業作業者
33.1

漁業作業者
18.0

運輸・通信従事者
20.5

技能工・生産工程作業者
78.1

サービス
職業従事者

8.2

6.8

5.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

家庭

水産

商業

工業

農業

普通

計

専門的・技術的職業従事者

事務従事者

販売従事者

農林業作業者

漁業作業者

採鉱・採石作業者

運輸・通信従事者

技能工・生産工程作業者

単純労働者

保安職業従事者

サービス職業従事者

左記以外のもの

(5,151人)

(33万0,800人)

(15万2,192人)

(20万6,807人)

(6万5,189人)

(5万3,903人)

(2,674人)

(81万6,716人)

（出典）文部科学省「学校基本調査」

高等学校卒業者の職業別就職割合（学科別）(昭和45年3月)
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専門的・技術的職業従事者

事務従事者

販売従事者

サービス職業従事者

農林漁業

作業者

6.7

運輸・通信

従事者

5.6

生産工程・労務作業者

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総合

その他

福祉

情報

看護

家庭

水産

商業

工業

農業

普通

計

専門的・技術的職業従事者

管理的職業従事者

事務従事者

販売従事者

サービス職業従事者

保安職業従事者

農林漁業作業者

運輸・通信従事者

生産工程・労務作業者

上記以外のもの

(2116人)

(6327人)

(322人)

(160人)

(1443人)

(2148人)

(1万5851人)

(5万5426人)

(3万3583人)

(7万5683人)

(1万3529人)

40.1

53.3

75.3

28.0

52.8

28.6

30.7

40.8

30.0

46.2

32.4

43.2

51.9

35.7

17.9

15.9

21.9

14.9 12.7

16.9

19.8

17.8

(20万6588人)

36.5

11.6 10.9 13.9 48.2

（出典）文部科学省「学校基本調査」

高等学校卒業者の職業別就職割合（学科別）(平成20年3月)

14.1

8.1

3.7

9.2

5.3
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（出典）文部科学省「学校基本調査」
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7.0
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7.2

10.1

8.3

3.1

3.2

3.3

6.8

5.0

9.6

3.0

3.0

農業 33.5

漁業,水産養殖業
20.0

建設業 12.6

3.8

製造業 62.8

32.4

卸売業，小売業 37.7

26.8

8.0

10.1

4.6

金融業，保険業

13.9

2.9

運輸業，通信業
19.4

サービス業 65.4

公務
7.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

家庭

水産

商業

工業

農業

普通

計

農業

林業・狩猟業

漁業,水産養殖業

鉱業

建設業

製造業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業

運輸業，通信業

電気・ガス水道業

サービス業

公務

上記以外のもの

(5,151人)

(33万0,800人)

(15万2,192人)

(20万6,807人)

(6万5,189人)

(5万3,903人)

(2,674人)

(81万6,716人)

高等学校卒業者の産業別就職割合（学科別）(昭和45年3月)
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（出典）文部科学省「学校基本調査」

農業，林業

漁業

建設業 製造業

情報通信業

運輸業，

郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

宿泊業，飲食サービス業

医療，福祉

医療，福祉
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総合

その他

福祉

情報

看護

家庭
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商業

工業

農業

普通

計

農業，林業

漁業

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業
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生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

公務（他に分類されるものを除く）

上記以外のもの

(6327人)

(2116人)

(322人)

(160人)

(1443人)

(2148人)

(1万5851人)

(5万5426人)

(1万3529人)

(3万3583人)

(7万5683人)
37.1

46.6

61.4

36.4

40.2

28.9

40.0

30.3

41.1

15.0

11.73.6

11.1

20.8

6.3 12.9

14.6 25.0 10.7

73.0

74.3

公務 11.9

(20万6588人)
43.9 12.6

高等学校卒業者の産業別就職割合（学科別）(平成20年3月)
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4.0

8.8
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科目「産業社会と人間」の概要

〔経緯〕
平成５年、高等学校における総合学科の創設に伴い、自己の進路への自覚を深めさせるとともに、将

来の職業生活の基礎となる知識・技術等を修得させるため、総合学科において原則としてすべての生徒
に履修させる科目として設けられる。平成１１年の学習指導要領の改訂の際に、学校設定教科に関する
科目として明示された。

〔取扱い〕
○

 

総合学科においては、すべての生徒に原則として入学年次に履修させるものとし、標準単位数は
２～４単位。
○

 

その他の学科では、学校設定教科に関する科目として設けることができる。

〔指導教員〕
特定の教科に相当しないものにあっては免許状の教科を問わず指導するものとし、特別な知識・技術を
必要とする内容の学習を行う場合には当該学習内容と関連の高い教科の免許状を有する者が中心となり、
複数の教員によるティームティーチングによって指導する。

〔教科書〕
検定教科書、文部科学省著作教科書がないため、当該高等学校の設置者の定めるところにより、他の

適切な教科書を使用。

〔ねらい〕
○

 

人間としての生き方の探求、特に自己の生き方の探求を通して、職業を選択し、決定する場合に必
要な能力と態度を養うこと
○

 

将来の職業生活を営む上で必要な態度やコミュニケーションの能力を培うことや現実の産業社会や
その中での自己の在り方生き方について認識させ、豊かな社会を築くために積極的に寄与する意欲や
態度を育成すること

〔開設状況〕（平成19年度入学者に係る学科の状況（全日制・定時制））
普通科 0.8％

 

専門学科 0.7％

 

総合学科 89.2％
（出典）「平成19年度公立高等学校における教育課程の編成・実施状況調査」
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科目「産業社会と人間」の取組例1

愛知県立岩倉総合高等学校

【目標】

・

 

様々な活動（講演・調査研究・見学・体験など）を通して、自らの進路や
将来のあり方について、考えを深め、より望ましい生き方を探求する

【主な内容】

・

 

校外学習 （企業・大学の見学→発表会準備→発表会）
→

 

「調べる力」「聞く力」「まとめる力」「発表する力」の土台作り

・

 

地域の産業見学 （企業見学→発表会準備→発表会）
→

 

地域の産業理解、職業と地域の関連、身だしなみやマナーの大切さ
などを学び、勤労観・職業観を育成

・

 

「社会人講師の先生を囲んで」講演会
（地域の経営者との座談会・体験学習→発表会準備→発表会）

→

 

今後の人生や職業を体感するとともに、様々な職業の人が社会を
支えていることを理解

・

 

研究報告書の作成・発表
→

 

１年間の自分の取組や成長を客観的に振り返り、それを発表することに
より、キャリア力（人生づくりの力）の育成を図る

東京都立晴海総合高等学校

【目標】

・

 

卒業後の進路や生き方について考える

・

 

２年生からの「系列」及び「科目」を選択する考え方や態度を養う

・

 

学ぶことの意義について理解を深める

・ 学び方（Learning Skill）を学ぶ
・

 

社会の変化を踏まえ、未来社会でも個性を発揮することを考える

【主な内容】

・

 

班別調査学習 （発表内容の検討→レジュメ等の資料作成→発表会）

→

 

・

 

現代社会の課題について考える

・

 

社会における自己の活かし方を考える

・

 

プレ課題研究（2年次）課題研究(3年次)につながる調査方法･発表
表現の習得する

・

 

職場訪問 （事前説明・職業に関する講演会→職場訪問→報告会）

→

 

・

 

職業の世界(事業･組織･社会)を知る
・

 

勤労観･職業観を育成する

・

 

社会規範を知る

・

 

コミュニケーション能力を高める

・ まとめ、発表する力を高める

・

 

ライフプラン作り

 

（自分史の作成→発表原稿の作成→発表会）

→

 

・

 

自分の将来像を具体的にイメージさせ、暫定的な目標の設定をし、

夢の実現に向かう行動

・

 

現在の自分の生活を省みる

・

 

友人のライフプランから学ぶ

・

 

お互いの個性を活かす態度を身につける
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科目「産業社会と人間」の取組例2

筑波大学附属坂戸高等学校

【目標】

・

 

様々な体験的学習を通して自己を見つめ、将来について考え、２，３年
次の履修計画を作成する

・

 

産業や社会について学び、産業の意義や使命を理解し、どうしたら社会を
もっとよくできるかを考える

【主な内容】

・

 

社会人講師の講演会、菜園づくり
→

 

色々な体験を通して、自分の適性を把握する。菜園づくりを通して食の
生産を含む社会の在り方を考える

・

 

社会人講話と職場実習、上級学校見学会
→

 

職業や上級学校を知り、進路を考える

・

 

特別支援学校との交流会、福祉体験
→

 

自分の立場と違う人を知り、自分を見つめ直すとともに、社会の在り方を
考える

・

 

ライフプランの作成 （発表準備→発表会）

→

 

履修計画を作成する過程における考えを整理し、決意を固めるとともに
級友たちの考えを知る

大分県立日田三隈高等学校

【目標】

・

 

自分を知る、社会を知る、自分と社会の接点を知る
・

 

「調べる力」「まとめる力」「発表する力」「聞く力」の４つの力を身につけ、
これを「生きる力」に結びつける
・

 

自ら進んで進路を選択していく能力を身につける

【主な内容】

・

 

進路学習 （職業調査：調査→発表準備→発表会）
→

 

活動を通じて４つの力を養い、これまで興味・関心の無かった職業を理
解するとともに、発表会等で進路情報を共有することで、社会を知る。

・

 

職場見学・上級学校見学
（事前調査→報告書作成・共有

 

→見学→発表準備→発表会）
→

 

職場や上級学校の実際を知ることで、進路に対する視野を広げると
ともに、自らすすんで進路を選択する能力を養う。

・

 

「この人に学ぶ」
（職業人調査 ：

 

“この人”の選定→面接調査→発表準備→発表会）
→

 

個人での活動を通じて４つの力を高めるとともに、得られた進路情報を
共有し、職業を通した在り方生き方について考える。４つの力を総動員
する。

・

 

「キャリアプラン・ライフプラン」の作成

 

（発表準備→発表会）
→

 

１年間の学習をもとに、今後の２年間及び生涯を見据えた自己の在り
方生き方をシミュレーションする。４つの力の集大成を図る。

・

 

「３年生に学ぶ」「卒業生に学ぶ」
→

 

身近な先輩に学ぶことで、自分の近未来像を描く。これからの高校生活
への意欲を喚起するとともに、様々な職業についての理解を深める。

※

 

すべての活動において、「調べる・まとめる・発表する・聞く」ことを繰り返し、
全員がホームルームで発表し、ホームルーム代表が学年発表会に臨む。
（全員が主役となる）
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公立高等学校におけるインターンシップの実施状況1

（出典）国立教育政策研究所「平成19年度職場体験・インターンシップ実施状況等調査」

く）

１

 

インターンシップ実施状況（平成１９年度調査時点）

（１）学校別実施状況（予定含む）

64.6% (62.9%)

公立高等学校数 実施学校数 実施率

4,540校 (4,626校) 2,931校 (2,908校)

（２）インターンシップの教育課程等への位置付けの状況等（複数回答可）

※

 

実際に事業所等で行う体験活動を対象とし、事前・事後活動等は含めない。

特別活動での実施
338校 (381校) 205校

教育課程等への位置付け
参加形態

原則として当該学年の全
員が参加

選択・希望者等当該学
年の一部の生徒が参加

(166校)
11.5% (13.1%) 60.7% (57.5%) 39.6% (43.6%)

(219校) 134校

総合的な学習の時間で実
施

765校 (751校) 583校 (189校)
26.1% (25.8%) 76.2% (75.9%) 23.8% (25.2%)

(570校) 182校

現場実習等職業に関する
教科・科目の中で実施

627校 (609校) 410校 (219校)
21.4% (20.9%) 65.4% (68.8%) 39.4% (36.0%)

(419校) 247校

「課題研究」の中で実施
224校 (226校) 117校 (117校)
7.6% (7.8%) 52.2% (54.0%) 48.7% (51.8%)

(122校) 109校

学校設定教科・科目で実
施

274校 (267校) 128校 (152校)
9.3% (9.2%) 46.7% (43.4%) 54.4% (56.9%)

(116校) 149校

「学校外における学修」とし
て実施

310校 (291校) 49校 (243校)
10.6% (10.0%) 15.8% (18.2%) 85.2% (83.5%)

(53校) 264校

(1,243校) 215校 (173校) 1,114校 (1,089校)
45.2% (42.7%) 16.2% (13.9%) 84.1% (87.6%)

教育課程には位置付けず
に実施

1,324校

※

 

２つ以上に該当する場合は、その全てをカウント。

（３）インターンシップ推進のための都道府県(指定都市)の独自事業の実施状況

47 (51) 1 (0) 2 (1) 14 (10)

実施している
H20から実施
予定である

実施に向けて
検討中

予定なし

848 (853)

（４）市役所・町村役場でインターンシップを
受け入れている市町村数（指定都市は除

受け入れている
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２

 

学科別状況

 

（全日制・定時制）

（１）平成１９年度

 

学科別実施率

 

（公立）

農業 工業 商業 水産 家庭 看護 情報 福祉
その他の職業

 
に関する学科

小計 普通科
その他の

 
学科

総合

 
学科

全体

88.9 75.5 79.5 93.3 82.9 96.9 72.2 89.4 76.9 81.1 52.8 27.6 78.6 61.8

農業 工業 商業 水産 家庭 看護 情報 福祉
その他の

 
職業に関

 
する学科

小計 普通科
その他

 
の学科

総合
学科

全体

実施学科数
<単位認定
学科数>

320
<172>

472
<183>

472
<170>

42
<9>

175
<61>

31
<30>

13
<5>

42
<34>

10
<2>

1,577
<666>

1,601
<370>

121
<24>

217
<89>

3,516
<1,149>

体験した
生徒数

22,173 45,174 43,683 2,460 9,001 2,763 557 3,745 991 130,547 86.790 3,170 22.898 243,405

４年間を通

 
して１回でも

 
体験した
３・４年生数

 
割合※

18,979
(64.3)

41,072
(52.4)

37,686
(57.4)

1,994
(61.3)

6,618
(67.2)

1,223
(99.7)

359
(38.6)

1,656
(92.8)

474
(30.4)

110,061
(57.3)

75,358
(14.4)

2,564
(10.8)

18,401
(41.9)

206,384
(26.4)

（２）平成１９年度

 

実施学科数及び体験生徒数

 

（公立）

（出典）国立教育政策研究所「平成19年度職場体験・インターンシップ実施状況等調査」

※

 

（

 

）内はその学科の３・４年生全体に占める割合（％）

公立高等学校におけるインターンシップの実施状況②
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【授与件数】
延べ２９０件

 

（平成２０年３月３１日現在）
【件数の推移】

特別免許状制度

小学校、中学校、高等学校における全教科（平成１０年に対象教科を拡大）
特別支援学校における自立教科（理療、理容、自立活動など）

教員免許状を持っていないが優れた知識経験等を有する社会人等を教員として迎え入れることにより、学校教育の多様化へ

 
の対応や、その活性化を図るため、授与権者（都道府県教育委員会）の行う教育職員検定により学校種及び教科ごとに授与

 
する「教諭」の免許状。（昭和６３年に創設）

【授与手続】
１．任用しようとする者（都道府県教育委員会、学校法人等）の推薦
２．都道府県教育委員会が行う教育職員検定（人物・学力・実務・身体）
の合格
（合否決定に際し、学校教育に関する学識経験者等へ意見聴取）

【授与要件】
１．担当する教科の専門的な知識経験又は技能
２．社会的信望・熱意と識見
（平成１４年に学士要件を撤廃）

授与を受けた都道府県においてのみ終身有効

 

（平成１４年に有効期限（５～１０年）を撤廃）

【主な事例】
高等学校の書道［書道家］、公民［新聞記者］、
保健体育［高校野球監督］、
英語［企業で英文和訳担当］、
家庭［調理師専門学校教員］、
工業［製鉄会社職員］、
商業［企業で会計処理担当］、水産［航海士］、
看護［医師・看護師］、宗教［住職・牧師］、
中学校の理科［農学博士・研究者］

Ⅱ．担当する教科等

Ⅴ．授与件数・事例

Ⅳ．免許状の効力

Ⅲ．授与手続・要件

Ⅰ．制度の目的・概要

年度 件 数 年 度 件 数 年 度 件 数

平 成 元 １４ 平 成 ７ ０ 平 成 13 ４

２ ２ ８ １ 14 ６

３ ２ ９ ５ 15 ４ ７

４ ３ 10 １ 16 ４ ９

５ ２ 11 ０ 17 ３ ５

６ １ ２ 12 １ 18 ３ ７

19 ６ ９
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任命・雇用しようとする者から授与権者（都道府県教育委員会）への届出

 

（平成１０年に許可制から届出制に変更）

特別非常勤講師制度

地域の人材や多様な専門分野の社会人を学校現場に迎え入れることにより、学校教育の多様化への対応やその活性化を

 
図るため、教員免許を有しない非常勤講師を登用し、教科の領域の一部を担任させることができる（昭和６３年に創設）。

小学校、中学校、高等学校、特別支援学校における全教科、道徳、総合的な学習の時間の領域の一部及び

 
小学校のクラブ活動

 

（平成１０年に対象教科を拡大）

【届出件数】
平成１９年度：２２，７０３件

 

（小学校：８，３５１件、中学校：３，７７１件、高等学校：１０，０１０件、特別支援学校：５７１件）

【主な事例】
小学校

 

生活：米作り［農家］，音楽：和太鼓［和太鼓師範］，家庭：食に関する指導［学校栄養職員］，クラブ活動：手話［手話通訳者］，
道徳

 

[獣医師]，総合的な学習の時間：英会話［英会話教室講師］，コンピュータ活用［専門学校講師］
中学校

 

国語：朗読［劇団職員］，理科：自然観察［自然保護協会員］，技術：木工［宮大工棟梁］，家庭：食物［栄養士］，
道徳：奉仕する心の講話［ボランティア］，クラブ活動：謡曲［観世流能楽師］，総合的な学習の時間：国際理解［旅行会社添乗員］

高等学校

 

国語：演劇（演劇講師），保健体育：太極拳（中国武術審判員），家庭：調理実習［料理教室講師］，
工業：製図［一級建築士］，商業：簿記［税理士］，総合的な学習の時間：職業観の育成［ホテル支配人］

特別支援学校

 

保健：リハビリテーション［理学療法士］，音楽：箏曲［箏曲三弦教授］，職業指導：窯業［陶芸家］

【届出件数の推移】

2270323,478
24,325

21,948
20,392

17,650
14,695

11,607

8,646
6,280

5,014
3,5372,9182,3281,7821,5261,162

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

件数

（注）特別非常勤講師は
平成10年７月に許可制から
届出制となった。

（文部科学省調べ）

Ⅰ．制度の目的・概要

Ⅱ．担当する教科等

Ⅲ．登用手続

Ⅳ．届出件数・事例
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○学校教育法第124条

第一条に掲げるもの以外の教育施設で、職業若しくは実際生活に必要な能力を育成し、又は教養の向上を図る

 
ことを目的として次の各号に該当する組織的な教育を行うもの（当該教育を行うにつき他の法律に特別の規定があ

 
るもの及び我が国に居住する外国人を専ら対象とするものを除く。）は、専修学校とする。
一

 

修業年限が一年以上であること。
二

 

授業時数が文部科学大臣の定める授業時数（年間８００時間）以上であること。
三

 

教育を受ける者が常時四十人以上であること。

○学校教育法第125条

専修学校には、高等課程、専門課程又は一般課程を置く。
２

 

専修学校の高等課程においては、中学校若しくはこれに準ずる学校を卒業した者若しくは中等教育学校の

前期課程を修了した者又は文部科学大臣の定めるところによりこれと同等以上の学力があると認められた者に
対して、中学校における教育の基礎の上に、心身の発達に応じて前条の教育を行うものとする。

○学校教育法第126条

高等課程を置く専修学校は、高等専修学校と称することができる。

○文部科学省告示第１３７号
①修業年限３年以上
②年間授業時数２，５９０時間
なお、卒業に必要な普通科目（国語、地理歴史、公民、数学、理科または外国語）についての
総授業時数は４２０時間以上。ただし、１０５時間までは教養科目で代替可能。

大学入学資格付与

①工業分野、②農業分野、③医療分野、④衛生分野、⑤教育・社会福祉分野、
⑥商業実務分野、⑦服飾・家政分野、⑧文化・教養分野

分野

目的
専修学校高等課程（高等専修学校）の制度の概要
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学科別学科の割合

医療
274
30.4%

文化・教養
155
17.2%

服飾・家政
160
17.8%

衛生
104
11.5%

商業実務
90
10.0% 教育・社会福祉

70
7.8%

工業
47
5.2%

農業
1
0.1%

学科別生徒数の割合

医療
13,885
35.8%

衛生
5,678
14.7%

農業
9
0.02%

工業
4,242
11.0%

文化・教養
3,293
8.5%

服飾・家政
3,470
9.0%

商業実務
6,768
17.5%

教育・社会福祉

1,386
3.6%

専修学校高等課程（高等専修学校）の状況

（出典）文部科学省「平成20年度学校基本調査」



42

16 18 20
21 22 25

29 31 33 33 33
36 38 39 41 42 42 43 43 41 41 41 41 42 42 41 44

47 47 48 49
52 54 55 56

57 58 59 59 59 60 60 61 60 60 60 60 61 61

4 5
6 6 6

8

11
12 13 13 13

14
14

15
16

17 17 18 18
21

22 22 23
24

25
25 25 24 23 22 21 19 17 14 13 12 11

15 18 18 19 20
20 22 22 21

25
27

29 31
34

35
36 36 34 34 34 33

32
31 31 31 33 34

18 18 18 18 1718 18

10 9 8 811

34

5

33
30 28 25

117118118120119120118

123
119120122121

124

130
133

137
141

146
150151151

155

162
168

173
177

186

198
205204

201

193
188188

168

172

164
161

158156
158

162

154
156

162
167

174

185

195

213

236

243

249

200

190

197
195

177

140

185

156

115
112

109 108 109

115117

124
128

132133133
136

144
150

155

159
166

176
181180

177

170
165165

162

148
152

145
142140138139

140

133133134133132
136

140

150

160

99
102

96
93

156

160

116

87

137

120

109

91.9%

76.8%

60.1%
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（

万

人
）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

大学入学者数（万人）

短大入学者数（万人）

専門学校入学者数（万人）

高校等卒業者数（万人）

18歳人口（万人）

●　18歳人口　＝　３年前の中学校卒業者及び中等教育学校前期課程修了者数

●　進学率１　＝　当該年度の大学・短大・専門学校の入学者、高専４年次在学者数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18歳人口

●　進学率２　＝　当該年度の大学・短大の入学者数

　　　　　　　　　　　　　　18歳人口

○　高校等卒業者数　＝　高等学校卒業者及び中等教育学校後期課程卒業者数

○　現役志願率　＝　当該年度の高校等卒業者数のうち大学・短大へ願書を提出した者の数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当該年度の高校等卒業者数

○　収容力　＝　当該年度の大学・短大入学者数

　　　　　　　　当該年度の大学・短大志願者数
進学率１(大学＋短大＋高専＋専門学校）

収容力（大学＋短大）

現役志願率（大学＋短大）

大学：     49.1%

短大：      6.3%

高専４年次：0.9%

専門学校： 20.6%

大学：53.5%

短大： 6.6%

進学率２（大学＋短大）

高専４年次在学者数

大学：49.1%

短大： 6.3%

（年度）

Ｓ60年代計画

Ｈ12年度

以降構想Ｓ50年代

前期計画

Ｓ50年代

後期計画
Ｈ５年度以降計画

資料：文部科学省「学校基本調査」
総務省「日本の将来推計人口」

高等教育の現状

Ⅳ高等教育における職業教育の在り方

１８歳人口、進学率の推移
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資料：文部科学省「学校基本調査」
大学数には通信教育のみを行う学校を含む
学生数には大学院、専攻科、別科も含む
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資料：文部科学省「学校基本調査」

大学の学校数及び学生数の変遷

大学の学科別学生割合（平成20年3月）
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資料：「学校基本調査」、「全国短期大学一覧」
短大数には通信教育のみを行う学校を含む
学生数には専攻科、別科も含む
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資料：文部科学省「学校基本調査」

短期大学の学校数及び学生数の変遷

短期大学の学科別学生割合（平成20年3月）
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資料：文部科学省「学校基本調査」学生数には専攻科及び聴講生・研究生も含む
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資料：文部科学省「学校基本調査」

高専の学校数及び学生数の変遷

高専の学科別学生割合（平成20年3月）
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資料:文部科学省「学校基本調査」
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(58万2,864人)

専門学校の学校数及び生徒数の変遷

専門学校の学科別生徒割合（平成20年3月）
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人材需要に関する各種調査結果等

資料

 

総務省統計局「国勢調査」
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職業別就業者構成割合の変遷
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資料：厚生労働省「労働経済動向調査」

（不足）

（過剰）
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※常用労働者

産業別労働者の過不足状況判断（D.I.：「不足」－「過剰」）
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資料：厚生労働省「労働経済動向調査」
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職種別労働者の過不足状況判断（D.I.：「不足」－「過剰」）
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16年度計 17年度計 18年度計 19年度計 20年度計 平均 倍率順 16年度計 17年度計 18年度計 19年度計 20年度計 平均 倍率順

専門的・技術的職業 1.83 2.19 2.33 2.29 1.85 2.10 生産工程・労務の職業 1.34 1.53 1.61 1.41 0.75 1.33

 機械・電気技術者 6.34 6.97 7.09 5.68 2.81 5.78 2  金属材料製造の職業 2.64 3.05 3.03 2.56 1.23 2.50 15

 鉱工業技術者 2.56 3.20 3.21 2.35 1.21 2.51 14  化学製品製造の職業 2.04 2.46 2.44 2.26 1.19 2.08 25

 建築・土木・測量技術者 1.94 2.95 2.68 2.35 1.68 2.32 19  窯業製品製造の職業 2.69 3.24 3.73 3.34 1.57 2.91 8

 情報処理技術者 4.27 5.18 5.36 4.88 2.71 4.48 4  土石製品製造の職業 1.86 2.41 2.54 2.39 1.48 2.14 23

 その他の技術者 1.61 1.77 1.99 1.76 1.02 1.63 33  金属加工の職業 2.54 2.86 3.08 2.62 1.20 2.46 17

 医師、歯科医師、獣医師、薬剤師 5.70 6.12 6.90 7.66 8.47 6.97 1  金属溶接・溶断の職業 2.38 2.86 3.15 2.67 1.31 2.47 16

 保健師、助産師、看護師 1.86 2.17 2.65 2.96 3.14 2.56 13  一般機械器具組立・修理の職業 1.48 1.51 1.58 1.36 0.53 1.29 45

 医療技術者 2.22 2.45 2.55 2.53 2.45 2.44 18  電気機械器具組立・修理の職業 2.30 2.31 2.42 1.85 0.54 1.88 28

 その他の保健医療の職業 1.01 1.21 1.39 1.57 1.42 1.32 44  輸送用機械組立・修理の職業 2.52 2.44 2.47 2.03 0.82 2.06 26

 社会福祉専門の職業 0.99 1.25 1.45 1.74 1.75 1.44 40  計器・光学機組立修理の職業 4.12 4.15 4.73 4.45 1.57 3.80 7

 美術家、デザイナー、写真家 0.51 0.57 0.60 0.54 0.39 0.52 61  精殻・製粉・調味製造の職業 1.26 1.59 1.72 1.82 1.20 1.52 38

 その他の専門的職業 0.61 0.66 0.72 0.74 0.65 0.68 59  食料品製造の職業 1.23 1.38 1.54 1.47 1.04 1.33 43

管理的職業 1.00 1.21 1.18 1.08 1.11 1.12 54  飲料・たばこ製造の職業 1.49 1.85 1.86 1.99 1.39 1.72 31

事務的職業 0.50 0.54 0.57 0.50 0.36 0.49  紡織の職業 1.83 1.86 2.31 2.24 1.33 1.91 27

 一般事務の職業 0.36 0.39 0.41 0.37 0.28 0.36 64  衣服・繊維製品製造の職業 1.55 1.59 1.75 1.83 1.40 1.62 34

 会計事務の職業 0.73 0.84 0.86 0.83 0.58 0.77 58  木・竹・草・つる製品製造の職業 1.25 1.47 1.54 1.38 0.78 1.28 46

 生産関連事務の職業 1.53 1.65 1.87 1.66 0.95 1.53 37  パルプ・紙・紙製品製造の職業 1.56 1.89 2.08 2.02 1.30 1.77 30

 営業・販売関連事務の職業 1.86 1.88 1.83 1.38 0.91 1.57 35  印刷・製本の職業 1.07 1.26 1.29 1.21 0.76 1.12 53

 外勤事務の職業 2.51 3.08 3.25 3.11 2.03 2.80 9  ゴム・プラスチック製品製造の職業 2.62 2.91 3.27 3.06 1.37 2.65 12

 運輸・通信事務の職業 1.96 2.36 2.52 2.61 1.94 2.28 20  革・革製品製造の職業 1.19 1.13 1.38 1.33 0.78 1.16 51

 事務用機器操作の職業 1.81 2.02 2.20 1.83 1.08 1.79 29  装身具等製造の職業 1.26 1.29 1.39 1.42 0.72 1.22 48

販売の職業 1.42 1.48 1.54 1.47 1.09 1.40  その他の製造制作の職業 1.27 1.38 1.33 1.12 0.58 1.14 52

 商品販売の職業 1.29 1.35 1.40 1.36 0.99 1.28 47  定置・建設機械運転の職業 1.19 1.52 1.66 1.57 1.18 1.42 42

 販売類似の職業 4.58 4.61 4.56 3.88 2.95 4.12 6  電気作業者 2.03 2.77 3.12 3.12 2.31 2.67 10

サービスの職業 1.34 1.51 1.67 1.80 1.57 1.58  採掘の職業 0.65 0.86 0.94 0.78 0.61 0.77 57

 家庭生活支援サービスの職業 0.57 0.74 0.87 1.16 1.21 0.91 56  建設躯体工事の職業 5.02 6.11 6.55 5.83 3.76 5.45 3

 生活衛生サービスの職業 2.92 2.60 2.57 2.63 2.55 2.65 11  建設の職業 2.18 2.39 2.53 2.11 1.50 2.14 22

 飲食物調理の職業 1.16 1.39 1.55 1.68 1.40 1.44 41  土木の職業 1.32 1.64 1.74 1.64 1.32 1.53 36

 接客・給仕の職業 1.91 2.11 2.39 2.47 2.03 2.18 21  運搬労務の職業 1.11 1.33 1.42 1.28 0.72 1.17 50

 居住施設・ビル等の管理の職業 0.54 0.70 0.74 0.75 0.63 0.67 60  その他の労務の職業 0.31 0.37 0.40 0.36 0.21 0.33 65

 その他のサービスの職業 1.51 1.52 1.56 1.56 1.29 1.49 39 分類不能の職業 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 66

保安の職業 3.62 4.50 4.94 5.02 4.17 4.45 5 職業計　　　　　　　 1.16 1.30 1.36 1.27 0.89 1.20

農林漁業の職業 0.82 0.91 1.03 1.07 0.93 0.95 55

運輸・通信の職業 1.49 1.73 1.85 1.82 1.33 1.64 出典：厚生労働省「職業安定業務統計」

 鉄道運転の職業 0.37 0.39 0.50 0.62 0.57 0.49 62

 自動車運転の職業 1.51 1.75 1.88 1.88 1.41 1.69 32

 船舶・航空機運転の職業 0.33 0.42 0.50 0.58 0.51 0.47 63

 その他の運輸の職業 1.30 1.46 1.47 1.25 0.58 1.21 49

 通信の職業 1.76 2.31 2.64 2.28 1.43 2.08 24

新規求人倍率（パート除く）の推移

は、平均求人倍率が上位２５％の職種

※パート除く

資料

新規求人倍率の推移
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■経済財政改革の基本方針2009～安心・活力・責任～（原案）（平成21年6月16日

 

経済財政諮問会議配付資料）（抄）

「低炭素、健康長寿、ソフトパワーなどの分野で世界最先端の「未来市場」を創出し、市場とイノベーションの好循環を生み出すことに

 
より、国際的な競争優位の獲得と質の高い雇用の創造を図る。」

■雇用安定・創出の実現に向けた政労使合意（平成21年3月）（抄）
「我が国の将来的な経済成長、国民生活の向上、産業競争力の強化、地域の活性化等につながる分野、とりわけ、医療、介護、保育、

 
環境、農業、林業等、成長が見込まれる分野において、雇用の受け皿を確保するため雇用創出が必要である。」

■雇用政策基本方針（平成20年2月

 

厚生労働省告示）（抄）
３

 

今後重点的に展開していく具体的な施策の方向性
当面5年程度の間に取り組むべき雇用政策の方向性

（２）［４］中小企業や福祉・介護分野の人材確保対策
・ものづくり産業の国際競争力を支える人材を育成するための高度な知識と技能・技術を兼ね備えた実践的技能者の養成
・中小企業におけるものづくり人材の確保・育成、技能継承の促進
・高齢化の進展に伴いニーズ増大が見込まれる産業である福祉・介護分野の計画的な人材育成

■雇用創出企画会議第三次報告書（平成18年8月

 

雇用創出企画会議）（抄）

新たな雇用創出が期待される新しいサービス分野
○情報サービス分野（ユビキタスネット社会におけるソフトウェア開発やシステム開発）
○健康サービス分野（フィットネス分野、エステティック分野）
○ロジスティック分野（物流サービス）
○社会人教育サービス

■雇用創出企画会議第一次報告書（平成15年5月

 

雇用創出企画会議）（抄）

雇用創出が期待できる分野
○地域の問題に対して事業展開が期待される分野
・コミュニティ・ビジネス分野
－多様で柔軟なサービスを提供する地域密着型の小規模ビジネス
－福祉、介護、教育、文化、環境保護など従来公共サービスとして提供されていた分野で事業を拡大

○新産業の創造に伴い専門的・技術的な職業能力が必要になる分野
・環境技術関連分野

 

・情報通信関連分野

 

・住宅関連分野など

将来的な雇用ニーズに関する提言等
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（総論）
■平成20年版

 

労働経済の分析－働く人の意識と雇用管理の動向－（平成20年7月

 

厚生労働省）
○

 

人口減少社会にふさわしい企業経営や業態の姿を検討していくことが重要である。貴重な労働力を適切に配置し、一人一人の労働
者が個性を活かし、高い付加価値生産能力を発揮しながら、豊かな社会を創り上げていくことが期待される。
○

 

今後の、技術革新の動向などを見通しつつ、産業構造の将来像を描き出し、産業が求める高度な人材を生み出すことができるよう
な教育システム、人材養成システムを構築することが求められているように思われる。

（介護）
■社会福祉事業に従事する者の確保を図るための措置に関する基本的な指針（平成19年8月

 

厚生労働省告示）（抄）

○

 

認知症等のより複雑で専門的な対応を必要とするニーズの顕在化等を背景として、質的にもより多様化、高度化している状況
○

 

今後さらに拡大する福祉・介護ニーズに対応できる質の高い人材を安定的に確保していくことが喫緊の課題

（看護）
■看護基礎教育の在り方に関する懇談会論点整理（平成20年7月

 

看護基礎教育の在り方に関する懇談会）（抄）

○

 

医療の高度化やニーズの多様化、看護職員の役割の変化、チーム医療・役割分担の推進などが求められる状況
○

 

こうした状況の中、看護職員には、知的・倫理的側面といった基礎的なものから、専門職として望まれる高度医療への対応、生活
を重視する視点、予防を重視する視点、及び看護の発展に必要な資質・能力など、広範かつ多岐にわたる資質・能力が求められる

（ものづくり）
■技術・技能継承と技術革新を生み出す人材に関するアンケート調査（平成20年11月 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（株））
（出典：2009年度版中小企業白書）
○

 

中小企業が技術・技能人材に求める知識・能力は、「複数の技術・技能に関する幅広い知識」、「特定の技術・技能に関する専門知
識」、「生産工程を合理化する知識・能力」などを重要視する中小企業の割合が高い一方、５年後に重要な知識・能力として「顧客ニー
ズを把握し、製品設計化する能力」や「革新的技術を創造していく能力」を挙げる中小企業が増加するなど、求められる能力に変化が
見られる。

■ものづくり産業における人材の確保と育成－機械・金属関連産業の現状－（平成20年3月

 

独立行政法人労働政策研究・研修機構）

○

 

現在、半数以上の事業所が不足していると考えている技能者のタイプは、複数の機械あるいは工程をこなすことができる「多能工」、
製造現場のリーダーとしてラインの監督業務を担当する「マネージャー型技能者」、特定の技能領域で高度な熟練技能を発揮する「高
度熟練技能者」、高度な技術的知識を身につけた技能者である「テクノワーカー」であり、今後5年間における必要性も高い。
○

 

一方、「単純作業労働者」が不足していると考えている事業所は16.2%にとどまり、約６割は「適切である」と考えている。

（教育界と産業界の連携）
■産学人材育成パートナーシップ

 

中間取りまとめ（平成20年7月

 

産学人材育成パートナーシップ）（抄）

○

 

社会で求められる人材像や能力は、その時代環境により異なる。他方で、長期にわたり変化しない基本的要素も多分に存在する。
○

 

産学のコミュニケーションを深め、相互の問題認識・課題等について共有するとともに、優れた人材育成のため共同して取り組む
ことができる関係を恒常的に築いておくことが重要である。

今後求められる人材養成の方向性に関する提言等
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技術系正社員：

以下のいずれかの業務を担当する正社員

①基礎研究、基盤技術の先行研究などの

 「研究業務」

②製品開発、技術開発などの「設計・開発」

 業務

③既存の商品の改良・改善などの「生産（開

 発）」業務

④高度な技術的知識を生かした「品質・生

 産管理」、「エンジニアリング・サービス」、

 「製品販売先への技術的アフターサービス」

 などの業務

資料：独立行政法人労働政策研究・研修機構
「ものづくり産業における人材の確保と育成－機械・金属

 
関連産業の現状－」

技術系正社員に求める知識・能力として最も重要なもの
５年前・現在・今後５年間の比較（単位：％）

技術者に求められる能力



54

各タイプ技能者の今後５年間における必要性（単位：％）

技能者の現在の過不足状況（技能タイプ別、単位：％）

「多能工」

－複数の機械あるいは工程をこなすことができる技能者

「テクノワーカー」

－高度な技術的知識を身につけた技能者

「高度熟練技能者」

－特定の技能領域で高度な熟練技能を発揮する技能者

「マネージャー型技能者」

－製造現場のリーダーとしてラインの監督業務を担当する技能者

「単純作業労働者」

－比較的簡単な工程のみを担当する労働者

資料：独立行政法人労働政策研究・研修機構
「ものづくり産業における人材の確保と育成－機械・金属

 
関連産業の現状－」

マ

１００%

技能者の過不足状況
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1718

 (86.7%)
1264

 (86.4%)
133

 (83.1%)
321

 (89.7%)

計私立公立国立

(学部数)○実施状況

151

 (7.6%)
105

 (7.2%)
11

 (6.9%)
35

 (9.8%)
その他

1288

 (65.0%)
955

 (65.3%)
97

 (60.6%)
236

 (65.9%)
企業関係者、ＯＢ、ＯＧなどの講演等の実施

960

 (48.5%)
783

 (53.5%)
78

 (48.8%)
99

 (27.7%)
資格取得・就職対策等を目的とした対策講座

 （単位認定を行っていないもの）の開設

671

 (33.9%)
529

 (36.2%)
43

 (26.9%)
99

 (27.7%)
資格取得・就職対策等を目的とした正課の授業

 科目の開設

1172

 (59.2%)
869

 (59.4%)
58

 (36.3%)
245

 (68.4%)
今後の将来設計、大学生活の在り方、勤労観・

 職業観の育成を目的とした授業科目の開設

1059

 (53.5%)
785

 (53.7%)
61

 (38.1%)
213

 (59.5%)
インターンシップを取り入れた授業科目の開設

計私立公立国立

(学部数)○具体的な取組内容

資料：文部科学省調べ

大学（学部）における職業意識・能力の形成を目的とした
 教育の実施状況（平成１９年度）



56資料：文部科学省調べ

346

 (88.7%)
326

 (89.1%)
20

 (83.3%)

計私立公立

(学校数)○実施状況

15

 (3.8%)
13

 (3.6%)
2

 (8.3%)
その他

250

 (64.1%)
234

 (63.9%)
16

 (66.7%)
企業関係者、ＯＢ、ＯＧなどの講演等の実施

225

 (57.7%)
214

 (58.5%)
11

 (45.8%)
資格取得・就職対策等を目的とした対策講座

 （単位認定を行っていないもの）の開設

201

 (51.5%)
195

 (53.3%)
6

 (25.0%)
資格取得・就職対策等を目的とした正課の授業

 科目の開設

168

 (43.1%)
158

 (43.2%)
10

 (41.7%)
今後の将来設計、大学生活の在り方、勤労観・

 職業観の育成を目的とした授業科目の開設

168

 (43.1%)
164

 (44.8%)
4

 (16.7%)
インターンシップを取り入れた授業科目の開設

計私立公立

(学校数)○具体的な取組内容

短期大学における職業意識・能力の形成を目的とした
 教育の実施状況（平成１９年度）
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6.8
5.95.24.5 7.1

8.3 8.3

2.7 3.0 3.3 4.4 4.3 5.3 5.9
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50.4
51.7

65.3

73.6 76.3

85.4
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20.5
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14.9
10.5

6.7
8.9 12.4

14.1 14.9

3.5 5.5

28.8

38.5

45.6

50.0

57.4 58.0
60.1
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60

70
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90

100

平成13 14 15 16 17 18 19

（％）

大学 短期大学

高等専門学校 公立高等学校（全体）

公立高等学校（普通科） 公立高等学校（職業に関する学科）

22.7

81.5

65.8
62.5

33.5
29.9

23.7

41.9
46.3

55.0 59.0

67.7

14.7

40.6
37.8

10.3

21.1
23.4

23.9

29.9

35.3

43.6

77.4

83.9
87.1

90.5
95.2

98.4

90.590.5

62.9

100.0

38.9

66.5
63.7

59.7

47.1 52.2

31.9

20.9

68.1

14.6

7.4
5.7

56.5

50.2
45.1

36.9

32.0

21.7

59.4

89.3

82.581.2
79.9

74.1

67.8

60.9

47.7

40.3

95.8
94.1

91.9
89.788.7

86.9

80.5

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

平成10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

大学 短期大学

高等専門学校 公立高等学校（全体）

公立高等学校（普通科） 公立高等学校（職業に関する学科）

公立中学校

＜各学校・学科における実施率＞ ＜体験者数の割合＞

※公立高等学校については全て全日制における体験者数の割合

 

※高等学校については、3年間を通して1回でも体験した3年生の数を体験者数とし、3年生全体

 

に占める割合。

 

※大学については、その年度の卒業者数を母数として内閣府において推計（短期大学、高等専

 

門学校についても同様に推計）。

 

※中学校のデータは存在せず。

資料：高等学校は、文部科学省（~H16)、国立教育政策研究所生徒指導研究センター（H17~) 
公表資料を基に作成

 

大学、短期大学、高等専門学校は、内閣府「青少年白書」を基に作成

資料：中学校、高等学校は、文部科学省（~H16)、国立教育政策研究所生徒指導研究センター

 

（H17~)公表資料

 

大学、短期大学、高等専門学校は、文部科学省公表資料

（年度）（年度）

（％）

※公立高等学校については全て全日制における実施率

職場体験・インターンシップの実施状況



58

【産学人材育成パートナーシップでの提言の例：材料

 
分科会】

（１）

 

産業の最先端で貢献する基礎の位置付けが理

解できるような教育プログラムの共同開発などに

よる「基礎教育の強化」

（２）

 

学生のみならず、教員も参画したインターンシッ

プの実施

（３）

 

施設・教員等のリソースを有効活用した拠点

づくり

（４）

 

人材育成の観点を取り入れた産学共同による

研究開発プロジェクトの実施

（５）

 

材料系分野の魅力普及・啓蒙に掛かるＰＲ活動

（６）

 

産業界のニーズも踏まえた「大学評価システム

の充実」

「産学人材育成パートナーシップ」「産学人材育成パートナーシップ」は、人材育成に関し大学と産業界の連携・協力を強化するため、産学が連携し

て双方の対話と取組の場を創設するもの。産学の横断的課題や業種・分野的課題等について幅広く議論を行うこ

とで、人材育成に係る産学双方の共通認識を醸成産学双方の共通認識を醸成し、その後の産学双方の具体的な行動産学双方の具体的な行動に繋げていく。

「社会総がかりで教育再生を「社会総がかりで教育再生を

 

－第三次報告－」（平成１９年１２月１５日－第三次報告－」（平成１９年１２月１５日教育再生会議教育再生会議））

○人材育成に関する大学と産業界の連携・協力等のための会議（「産学人材育成パートナーシップ」）の活用や

学術関係団体との連携等により、大学は、社会の要請にあった質の高い卒業生を送り出す。

「経済財政改革の基本方針２００７」（平成１９年６月１９日「経済財政改革の基本方針２００７」（平成１９年６月１９日閣議決定閣議決定））

 

（抄）（抄）

○産学双方向の対話（「産学人材育成パートナーシップ」）等を推進する。

※オブザーバー：文部科学省、経済産業省
日本学術会議

平成２０年９月現在

＜分科会＞

化
学

機
械

材
料

資
源

情
報
処
理

電
気
・電
子

経
営
・管
理

人
材

＜全体会議＞

◆日本経団連 、

 

経済同友会、日本商工会議所

◆国立大学協会、公立大学協会、私立大学協会、私立大学連盟

◆各分科会議長

バ
イ
オ

原
子
力

※日本学術会議と官（文部科学省と経済産業省）はオブザーバー

産学人材育成パートナーシップ
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－ものづくり技術力の継承・発展とイノベーションの創出を目指して－

 
中央教育審議会答申の概要

 
１．高等専門学校教育の現状と社会経済環境の変化

 
○高等専門学校は，中学校卒業後からの5年一貫の本科とそれに続く2年間の専攻科での実践的専門教育により，実践的・創造的な技術者を

 
養成

 
○卒業生の高い就職率・求人倍率に見られるように，社会から高く評価

 
○社会経済環境の変化：高等教育のユニバーサル化，技術の高度化，15歳人口の減少，理科への関心の薄れ，進学率の上昇，地域連携強化

 
の必要性の高まり，行財政改革の進展

 ２．高等専門学校教育の充実の方向性

 
【基本的考え方】

 
○それぞれの高等専門学校が自主的・自律的改革に不断に取組み，社会経済環境の変化に積極的に対応

 
○中堅技術者の養成から，幅広い場で活躍する多様な実践的・創造的技術者の養成へ

 
○多様な高等教育機関のうちの一つとして本科・専攻科の位置付けを明確に

 
○産業界や地域社会との連携を強化し，ものづくり技術力の継承･発展を担いイノベーション創出に貢献する技術者等の輩出へ

 
【具体的方策】

 
①教育内容・方法等の充実

 
・地域の産業界等との幅広い連携の促進，「共同教育」の充実

 
・一般教育の充実

 
・技術科学大学との連携の強化

 
・自学自習による教育効果も考慮した単位計算方法の活用

 
・退職技術者を含む企業人材等の活用

 
②入学者の確保及び多様な学生への支援

 
③大学への編入学者増加への対応

 
④教育基盤の強化

 
・教員等の確保，ＦＤの実施等，施設･設備の更新･高度化，事務部門強化，財政支援の充実

 
⑤教育研究組織の充実

 
・科学技術の高度化等に対応した学科の在り方の見直し

 
・工業･商船以外の新分野への展開

 
・地域のニーズを踏まえた専攻科の整備・充実等

 
・地域と連携しつつ国立高等専門学校の再編・整備について検討

 
⑥高等専門学校の新たな展開

 
・公立の専門高校や大学校等を基に新たな公立高等専門学校を設置する可能性を含め，潜在的需要を発掘し，需要がある場合には支援方策等について検討

 
⑦社会との関わりの強化

 
・留学生受入れ，教員の海外派遣，海外技術協力など国際的な展開の推進

 
・広報活動強化による認知度向上，共同研究の推進，公開講座等の展開

高等専門学校教育の充実について
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10.1
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15.6
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13
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12.6

14

17.3
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15.3

11.4

11.3

4.4

10.7

11.4

12.6

10.8

12.7

48

48.4

52.9

51.6

45

45.4

44

40.7

1年未満,
11.9

1～4年,21.2

4～7年,
18.3

7～10年,
12.9

10年以上,55.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

計

工業

農業

医療

衛生

教育・社会福祉

商業実務

服飾・家政

文化・教養

1年未満

1～4年

4～7年

7～10年

10年以上

資料：文部科学省調査による

（専門課程を設置する専修学校の

 

約87%からの回答）

専門学校の専門分野別教員（本務及び兼務）実務経験年数割合
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専門学校教育に対する期待

資料：文部科学省「専門学校教育の評価に関する現状調査」（平成20年３月）

専門性への評価と期待

○専門学校卒はその専門性に配慮

 した活用が行われている

 専門が必要な職場や業務に配
 属する

 専門が生かせる職場や業務に
 配属する

 専門に関係なく配属する

無回答
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29.2
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5.4 6.3

 

N=2,901 

○今後期待するのは「より実践的な専門性」

 の習得 ○専門学校教育への

 要望（ヒアリングより）

企業は専門学校卒の専門的職

 
業能力や即戦力性、“職人気質”

 
といったものに魅力は感じつつも、

 
今後の専門学校教育には、より

 
基礎力の強化を求める声がいく

 
つも寄せられている。
「問題解決のような能力が採用

 
時から身についているといい」

 
「基礎力をしっかりつけて応用力

 
を発揮できるように」「より広い基

 
礎的な教養を身につけて伸びし

 
ろを長くしてほしい」など。

採用理由（採用時） 育成方針（採用後）

0

10

20

30

40

50

60
(%)

専
門
の
職
業
教
育
を
受
け
て
い
る

か
ら

仕
事
に
必
要
な
資
格
を
持
っ
て
い

る
か
ら

即
戦
力
と
し
て
活
用
で
き
る
か
ら

新
し
い
分
野
の
専
門
的
な
知
識
・

技
能
を
身
に
付
け
て
い
る
か
ら

必
要
な
知
識
・
技
能
水
準
が
高
ま

り
難
し
い
仕
事
が
多
く
な
っ
た

大
卒
が
十
分
採
用
で
き
な
い
か
ら

高
校
卒
、
短
大
卒
が
十
分
採
用
で

き
な
い
か
ら

特
に
理
由
は
な
い

そ
の
他

無
回
答

57.8

42.6

26.5

13.3 12.1
8.2

5.4

14.1

4.4
1.4

 

N=2,901 

○採用理由は、「専門の職業教育を受けている」

「必要な資格を持っている」が多い

○採用後10年間の育成方針としては、
「資格や専門にこだわらない」も４割弱

 特定分野の専門家として育成
 ・処遇する

 資格や専門が生かせるよう育
 成・処遇する

 資格や専門にこだわらず育成
 ・処遇する

無回答

17.8

39.3

36.5

6.4

n=

2,901

(%)

専門学校卒業生の採用理由と育成方針



62

39%

13%

39%

19%

10%

25%

13%

44%

大学

専門学校

11%

38%

4%

62%

41% 44%大学

専門学校

16%

8%

26%

8%

42%

69%

16%

15%

短期大学

専門学校

10%

6%

29%

6%

42%

72%

19%

17%

短期大学

専門学校

博士 修士 学士 その他

博士 修士 学士 その他

教員組織（学歴構成） 教育課程（分野別単位数）

A大学
（専門学校（３年課程）
→大学（４年課程））

B大学
（専門学校（４年課程）
→大学（４年課程））

C短期大学
（専門学校（３年課程）
→短大（３年課程））

D短期大学
（専門学校（３年課程）
→短大（３年課程））

26

14

28

27

70

60

大学

専門学校

基礎分野

－専門学校を前身として大学を設置した場合の教員組織・教育課程の変化－

資料：文部科学省調べ

（理学療法）

22

16

46

29

58

108

大学

専門学校

14

14

29

32

55

55

短期大学

専門学校

（作業療法）

各高等教育機関におけるカリキュラム等の実態

【16人】*

【31人】

【13人】

【27人】

【18人】

【31人】

【13人】

【19人】

（収容定員：240→640）

（収容定員：320→400）

（収容定員：240→240）

（収容定員：360→480）

*【

 

】内は専任教員数

（12人）*

*（

 

）内は移行した教員数

（5人）

（8人）

（12人）

[153]

22

17

46

28

58

92

大学

専門学校

（理学療法）

[137]

[126] [126]

専門基礎分野 専門分野

26

14

28

28

70

61

大学

専門学校

（作業療法）

[101]

[124]

[103]

[124]

14

14

29

32

55

58

短期大学

専門学校

（理学療法） （作業療法）

[104]

[98]

[101]

[98]

13

13

21

21

65

60

短期大学

専門学校

基礎分野 専門基礎分野 専門分野

（看護）

15

20

27

26

57

59

短期大学

専門学校

（理学療法）

[94]

[99]

[105]

[99]

大学と専門学校の教員組織・教育課程の相違
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78

81

73.4

78.3

68.6

7.8

12.2

9.7

6.4

14.2

16.9

15.3

17.7

講義, 79.6 2.4

演習, 13.7

実験・実習等,18

6.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

計

文系

福祉系

看護系

工学系

保育系

講義

演習

実験・実習等

資料：文部科学省調べ

（大学）

○大学等のカリキュラムに占める実験・実習や演習等の授業の割合を把握するため、
大学、短期大学、高等専門学校のカリキュラムを分野別にサンプリングし、分析を実施

○分析に当たっては、各科目の単位数が卒業に必要な単位数に占める割合を算出

※授業の名称に「実験」、「実習」等を含むものを「実験・実習等」、「演習」を含むものを「演習」、それ以外を「講義」とした。

※選択科目については、実験・実習、演習を最大限選択した場合の単位数として割合を算出。
このため、単位数の割合は平均ではなく最大限取得可能な単位の割合

※ サンプリング数 大学12校21学科（国立２校７学科、公立１校１学科、私立９校13学科）

大学等の各分野別の講義、演習、実験・実習の割合①
 （大

 
学）
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67.3

61.3

58.1

71.1

67.7

13.7

16.4

13.3

4.8

3.2

19

3.2

24.1

講義, 72.7

77.4

演習, 38.7

3.1 実験・実習等, 29.2

19.4

14

22.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

計

家政系

ビジネス系

福祉系

看護系

工業系

保育系

講義

演習

実験・実習等

資料：文部科学省調べ

（短期大学）

講義, 59.8 演習, 8.4 実験・実習等, 31.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

　工学系

（高等専門学校）

※

 

サンプリング数

 

短期大学７校11学科（公立１校１学科、私立６校10学科）

※

 

専門科目のカリキュラムにおける割合（一般科目は含まない）

※

 

サンプリング数

 

高等専門学校３校６学科（国立３校６学科）

大学等の各分野別の講義、演習、実験・実習の割合②
 （短期大学・高等専門学校）
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50.8

46.4

34.4

56.1

42.9

52.7

25.6

46.7

43.9

59.5

55.1

35.6

52.2

5.3

6.2

講義,67.6 29.6

31.3

52.4

実習,73.2

企業内実習,

12.5

11.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

計

工業

農業

医療

衛生

教育・社会福祉

商業実務

服飾・家政

文化・教養

講義

実習

企業内実習

資料：文部科学省調べ

○専門課程を設置する専修学校に対し質問紙による調査を実施（約86％の専門学校から回答）

○総開設授業時数に占める各科目の授業時数の割合を算出
※ 「実習」には演習、実験、実技含む。
※ 「企業内実習」は企業や病院等において行われる実習であり、インターンシップを含む。

専門学校の各分野別の講義、実習、企業内実習の割合
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50% 50%

5%

27%

45%

23%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

54% 59%

46%
37%

4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%
東京高等工業学校 浜松高等工業学校 徳島高等工業学校

盛岡高等農林学校
山口高等商業学校

（電気科電気機械分科）

56% 57%

8%

40% 35%

4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

一般科目、実業科目

機械製図
工場実習、物理学実験

85%

1 5 %

0 %

1 0 %

2 0 %

3 0 %

4 0 %

5 0 %

6 0 %

7 0 %

8 0 %

9 0 %

1 0 0 %

（応用化学科） （機械学科） （応用化学科） （機械工学科） （応用化学科）

（林学科） （獣医学科）

66% 67%

34% 33%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

一般科目、実業科目

病院実習、実験・実習

一般科目、実業科目

実験・実習

一般科目、実業科目

商業実習

一般科目、実業科目

製図及び実験・実習

一般科目、実業科目

機械製図 実験・実習
一般科目、実業科目

設計製図

電気工事及び実験
実験・実習

一般科目、実業科目

製図 実験・実習

（旧制実業専門学校）
明治３６年に制定された「専門学校令」により、実業

 
教育を施した旧制の高等教育機関。高等工業学校、

 
高等商業学校、高等農林学校などが分類される。
戦後の学制改革により、多くの学校は国公立の新

 
制大学に改編された。

・東京高等工業学校

 

→

 

東京工業大学
・浜松高等工業学校

 

→

 

静岡大学工学部
・徳島高等工業学校

 

→

 

徳島大学工学部
・盛岡高等農林学校

 

→

 

岩手大学農学部
・山口高等商業学校

 

→

 

山口大学経済学部

（明治38年9月27日） （大正12年3月6日） （大正12年1月25日）

（大正12年1月23日） （大正11年6月23日）

一般科目、実業科目

製図
工場実習、物理学実験

旧制実業専門学校におけるカリキュラムの例
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諸外国の職業教育に関する高等教育機関
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諸外国における職業教育及び資格枠組みの動向



70



71



72



73

知・徳・体のバランスのとれた力

変化の激しいこれからの社会を生きるために、確かな学力、豊かな人間性、健康・体力の知・徳・体をバランス

 
よく育てることが大切。

○基礎的な知識・技能を習得し、それらを活用して、自ら考え、判断し、表現することにより、さまざまな問題に

 
積極的に対応し、解決する力

 
○自らを律しつつ、他人とともに協調し、他人を思いやる心や感動する心などの豊かな人間性

 
○たくましく生きるための健康や体力

 

など

→新しい学習指導要領では、学校で子どもたちの「生きる力」をよりいっそうはぐくむことを目指す

＜今回の改訂のポイント＞

○教育基本法の改正等で明確になった教育理念を踏まえて教育内容を見直し

教育の目標に新たに規定された内容

 
・能力の伸長、創造性、職業との関連を重視

 
・公共の精神、社会の形成に参画する態度

 
・生命や自然の尊重、環境の保全

 
・伝統と文化の尊重、それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛し、他国を尊重、国際社会の平和と発展に寄与

○学力の重要な3つの要素を育成

 
－基礎的な知識・技能をしっかりと身に付けさせる

 
－知識・技能を活用し、自ら考え、判断し、表現する力をはぐくむ

 
－学習に取り組む意欲を養う

○道徳教育や体育などの充実により、豊かな心や健やかな体を育成

※「生きる力」は、その内容のみならず、社会において子どもたちに必要となる力をまず明確にし、そこから教育の在り方を改善す

 
るという考え方において、OECDのいう「主要能力（キー・コンピテンシー）」を先取りしたものといえる。

資料：中央教育審議会答申「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善について」（平成20年1月）

Ⅴ 各学校段階を通じたキャリア教育・職業教育の在り方

「生きる力」



74

～学士課程共通の「学習成果」に関する参考指針～

１．知識・理解
専攻する特定の学問分野における基本的な知識を体

 
系的に理解するとともに、その知識体系の意味と自己の

 
存在を歴史・社会・自然と関連付けて理解する。
（１）多文化・異文化に関する知識の理解
（２）人類の文化、社会と自然に関する知識の理解

２．汎用的技能
知的活動でも職業生活や社会生活でも必要な技能
（１）コミュニケーション・スキル
日本語と特定の外国語を用いて、読み、書き、聞き、話す

 
ことができる。

（２）数量的スキル
自然や社会的事象について、シンボルを活用して分析し、

 
理解し、表現することができる。

（３）情報リテラシー
情報通信技術（ＩＣＴ）を用いて、多様な情報を収集・分析

 
して適正に判断し、モラルに則って効果的に活用すること

 
ができる。

（４）論理的思考力
情報や知識を複眼的、論理的に分析し、表現できる。

（５）問題解決力
問題を発見し、解決に必要な情報を収集・分析・整理し、

 
その問題を確実に解決できる。

３．態度・志向性
（１）自己管理力
自らを律して行動できる。

（２）チームワーク、リーダーシップ
他者と協調・協働して行動できる。また、他者に方向性を示し、

 
目標の実現のために動員できる。

（３）倫理観
自己の良心と社会の規範やルールに従って行動できる。

（４）市民としての社会的責任
社会の一員としての意識を持ち、義務と権利を適正に行使し

 
つつ、社会の発展のために積極的に関与できる。

（５）生涯学習力
卒業後も自律・自立して学習できる。

４．統合的な学習経験と創造的思考力
これまでに獲得した知識・技能・態度等を総合的に活用し、自ら

 
が立てた新たな課題にそれらを適用し、その課題を解決する能力

各専攻分野を通じて培う、学士課程共通の学習成果

資料：中央教育審議会答申「学士課程教育の構築に向けて」(平成20年12月)

「学士力」
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小 学 校
中 学 校 高 等 学 校

低 学 年 中 学 年 高 学 年

職業的（進路）発達の段階 進路の探索・選択にかかる基盤形成の時期 現実的探索と暫定的選択の時期 現実的探索・試行と社会的移行準備の時期

小～高等学校段階 ・自己及び他者への積極的関心の形成・発展 ・肯定的自己理解と自己有用感の獲得 ・自己理解の深化と自己受容○職業的 進路 発達課題（ ） （ ）
・身のまわりの仕事や環境への関心・意欲の向上 ・興味・関心等に基づく職業観・勤労観の形成 ・選択基準としての職業観・勤労観の確立各発達段階において達成しておくべき課題を，
・夢や希望，憧れる自己イメージの獲得 ・進路計画の立案と暫定的選択 ・将来設計の立案と社会的移行の準備進路・職業の選択能力及び将来の職業人として
・勤労を重んじ目標に向かって努力する態度の形成 ・生き方や進路に関する現実的探索 ・進路の現実吟味と試行的参加必要な資質の形成という側面から捉えたもの。

職業的（進路）発達にかかわる諸能力
職 業 的 （ 進 路 ） 発 達 を 促 す た め に 育 成 す る こ と が 期 待 さ れ る 具 体 的 な 能 力 ・ 態 度

領域 領域説明 能力説明

人 【自他の理解能力】 ・自分の良さや個性が分かり，他者の良さや感情を ・自己の職業的な能力・適性を理解し，それを受他者の個性を ・自分の好きなことや嫌 ・自分のよいところを見つ ・自分の長所や欠点に気付
間 理解し，尊重する。 け入れて伸ばそうとする。尊重し，自己の 自己理解を深め，他者 なことをはっきり言う｡ ける。 き，自分らしさを発揮す

個性を発揮しな の多様な個性を理解し， ・友達と仲良く遊び，助 ・友達のよいところを認 る。 ・自分の言動が相手や他者に及ぼす影響が分かる。 ・他者の価値観や個性のユニークさを理解し，そ関
がら，様々な人 互いに認め合うことを大 け合う。 め，励まし合う。 話し合いなどに積極的に ・自分の悩みを話せる人を持つ。 れを受け入れる。係 ・
々とコミュニケ 切にして行動していく能 ・お世話になった人など ・自分の生活を支えている 参加し，自分と異なる意 ・互いに支え合い分かり合える友人を得る。形
ーションを図 力 に感謝し親切にする。 人に感謝する。 見も理解しようとする。成
り，協力・共同能
してものごとに ・あいさつや返事をす ・自分の意見や気持ちをわ ・思いやりの気持ちを持 ・ ・自己の思いや意見を適切に伝え，他者の意志等力 【コミュニケーション能 他者に配慮しながら，積極的に人間関係を築こう
取り組む。 る。 かりやすく表現する。 ち，相手の立場に立って を的確に理解する。力】 とする。

・人間関係の大切さを理解し，コミュニケーション ・異年齢の人や異性等，多様な他者と，場に応じ多様な集団・組織の中 ・ ありがとう」や「ご ・友達の気持ちや考えを理 考え行動しようとする。「
・異年齢集団の活動に進ん スキルの基礎を習得する。 た適切なコミュニケーションを図る。で，コミュニケーション めんなさい」を言う。 解しようとする。
で参加し，役割と責任を ・リーダーとフォロアーの立場を理解し，チームを ・リーダー・フォロアーシップを発揮して，相手や豊かな人間関係を築き ・自分の考えをみんなの ・友達と協力して，学習や
果たそうとする。 組んで互いに支え合いながら仕事をする。 の能力を引き出し，チームワークを高める。ながら，自己の成長を果 前で話す。 活動に取り組む。

たしていく能力 ・新しい環境や人間関係に適応する。 ・新しい環境や人間関係を生かす。

情 【情報収集・探索能力】 ・身近で働く人々の様子 ・いろいろな職業や生き方 ・身近な産業・職業の様子 ・産業・経済等の変化に伴う職業や仕事の変化のあ ・卒業後の進路や職業・産業の動向について，多学ぶこと・働
報 が分かり，興味・関心 があることが分かる。 やその変化が分かる。 らましを理解する。 面的・多角的に情報を集め検討する。くことの意義や 進路や職業等に関する

役割及びその多 様々な情報を収集・探索 ・分からないことを，図鑑 ・就職後の学習の機会や上級学校卒業時の就職等活 を持つ。 ・自分に必要な情報を探 ・上級学校・学科等の種類や特徴及び職業に求めら
様性を理解し， するとともに，必要な情 などで調べたり，質問し に関する情報を探索する。用 す。 れる資格や学習歴の概略が分かる。

能 ・生き方や進路に関する情報を，様々なメディアを ・職業生活における権利・義務や責任及び職業に幅広く情報を活 報を選択・活用し，自己 たりする。 ・気付いたこと，分かった
力 通して調査・収集・整理し活用する。 就く手続き・方法などが分かる。用して，自己の の進路や生き方を考えて ことや個人・グループで

進路や生き方の いく能力 まとめたことを発表す ・必要応じ 獲得した情報に創意工夫を加え 提示 ・調べたことなどを自分の考えを交え，各種メデ， ， ，
選択に生かす。 る。 発表，発信する。 ィアを通して発表・発信する。

【職業理解能力】 ・係や当番の活動に取り ・係や当番活動に積極的に ・施設・職場見学等を通 ・将来の職業生活との関連の中で，今の学習の必要 ・就業等の社会参加や上級学校での学習等に関す
組み，それらの大切さ かかわる。 し，働くことの大切さや 性や大切さを理解する。 る探索的・試行的な体験に取り組む。様々な体験等を通して，
が分かる。 ・働くことの楽しさが分か 苦労が分かる。 ・体験等を通して，勤労の意義や働く人々の様々な ・社会規範やマナー等の必要性や意義を体験を通学校で学ぶことと社会・

る。 ・学んだり体験したりした 思いが分かる。 して理解し，習得する。職業生活との関連や，今
ことと，生活や職業との ・多様な職業観・勤労観を理解し，職業・勤労にしなければならないこと ・係・委員会活動や職場体験等で得たことを，以後
関連を考える。 対する理解・認識を深める。などを理解していく能力 の学習や選択に生かす。

将 【役割把握・認識能力】 ・家の手伝いや割り当て ・互いの役割や役割分担の ・社会生活にはいろいろな ・自分の役割やその進め方，よりよい集団活動のた ・学校・社会において自分の果たすべき役割を自夢や希望を持
来 られた仕事・役割の必 必要性が分かる。 役割があることやその大 めの役割分担やその方法等が分かる。 覚し，積極的に役割を果たす。って将来の生き 生活・仕事上の多様な
設 要性が分かる。 ・日常の生活や学習と将来 切さが分かる。 ・日常の生活や学習と将来の生き方との関係を理解 ・ライフステージに応じた個人的・社会的役割や方や生活を考 役割や意義及びその関連
計 の生き方との関係に気付 ・仕事における役割の関連 する。 責任を理解する。え，社会の現実 等を理解し，自己の果た
能 く。 性や変化に気付く。 ・様々な職業の社会的役割や意義を理解し，自己の ・将来設計に基づいて，今取り組むべき学習や活を踏まえなが すべき役割等についての
力 生き方を考える。 動を理解する。ら，前向きに自 認識を深めていく能力

己の将来を設計
【計画実行能力】 ・作業の準備や片づけを ・将来の夢や希望を持つ。 ・将来のことを考える大切 ・将来の夢や職業を思い描き，自分にふさわしい職 ・生きがい・やりがいがあり自己を生かせる生きする。

する ・計画づくりの必要性に気 さが分かる。 業や仕事への関心・意欲を高める。 方や進路を現実的に考える。目標とすべき将来の生
・決められた時間やきま 付き，作業の手順が分か ・憧れとする職業を持ち， ・進路計画を立てる意義や方法を理解し，自分の目 ・職業についての総合的・現実的な理解に基づいき方や進路を考え，それ
りを守ろうとする。 る。 今，しなければならない 指すべき将来を暫定的に計画する。 て将来を設計し，進路計画を立案する。を実現するための進路計

ことを考える。 ・将来の進路希望に基づいて当面の目標を立て，そ ・将来設計，進路計画の見直し再検討を行い，そ画を立て，実際の選択行 ・学習等の計画を立てる。
の達成に向けて努力する。 の実現に取り組む。動等で実行していく能力

意 【選択能力】 ・自分の好きなもの，大 ・自分のやりたいこと，よ ・係活動などで自分のやり ・自己の個性や興味・関心等に基づいて，よりよい ・選択の基準となる自分なりの価値観，職業観・自らの意志と
思 切なものを持つ。 いと思うことなどを考 たい係，やれそうな係を 選択をしようとする。 勤労観を持つ。責任でよりよい 様々な選択肢について
決 え，進んで取り組む。 選ぶ。 ・選択の意味や判断・決定の過程，結果には責任が ・多様な選択肢の中から，自己の意志と責任で当選択・決定を行 比較検討したり，葛藤を ・学校でしてよいことと
定 伴うことなどを理解する。 面の進路や学習を主体的に選択する。うとともに，そ 克服したりして，主体的 悪いことがあることが ・してはいけないことが分 ・教師や保護者に自分の悩
能 ・進路希望を実現するための諸条件や課題を理解の過程での課題 に判断し，自らにふさわ 分かる。 かり，自制する。 みや葛藤を話す。 ・教師や保護者と相談しながら，当面の進路を選択
力 し，実現可能性について検討する。や葛藤に積極的 しい選択・決定を行って し，その結果を受け入れる。

・選択結果を受容し，決定に伴う責任を果たす。に取り組み克服 いく能力
する。

【課題解決能力】 ・自分のことは自分で行 ・自分の仕事に対して責任 ・将来設計，進路希望の実現を目指して，課題を・生活や学習上の課題を見 ・学習や進路選択の過程を振り返り，次の選択場面
おうとする。 を感じ，最後までやり通 設定し，その解決に取り組む。意思決定に伴う責任を つけ，自分の力で解決し に生かす。

そうとする。 ・よりよい生活や学習，進路や生き方等を目指して ・自分を生かし役割を果たしていく上での様々な受け入れ，選択結果に適 ようとする。
・自分の力で課題を解決し ・将来の夢や希望を持ち， 自ら課題を見出していくことの大切さを理解する 課題とその解決策について検討する。応するとともに，希望す 。

る進路の実現に向け，自 ・理想と現実との葛藤経験等を通し，様々な困難ようと努力する。 実現を目指して努力しよ ・課題に積極的に取り組み，主体的に解決していこ
ら課題を設定してその解 を克服するスキルを身につける。うとする。 うとする。
決に取り組む能力

資料：国立教育政策研究所

 

生徒指導研究センター「児童生徒の職業観・勤労観を育む教育の推進に関する調査研究報告書」(平成14年11月)

※太字は、「職業観・勤労観の育成」との関連が特に強いものを示す

職業観・勤労観を育む学習プログラムの枠組み（例）
－職業的（進路）発達にかかわる諸能力の育成の視点から
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資料：経済産業省「社会人基礎力に関する研究会-中間

 

取りまとめ-」（平成18年1月)

自分と周囲の人々や物事との関係性を理解する力

例）チームで仕事をするとき、自分がどのような役割を果たすべきかを理解する。
状況把握力

自分の意見をわかりやすく伝える力

例）自分の意見をわかりやすく整理した上で、相手に理解してもらうように的確に伝える。
発信力

チームで

 
働く力

 
（チーム

 
ワーク）

相手の意見を丁寧に聴く力

例）相手の話しやすい環境をつくり、適切なタイミングで質問するなど相手の意見を引き出

 

す。

傾聴力

意見の違いや立場の違いを理解する力

例）自分のルールややり方に固執するのではなく、相手の意見や立場を尊重し理解する。
柔軟性

実行力

働きかけ力

課題発見力

課題の解決に向けたプロセスを明らかにし準備する力

例）課題の解決に向けた複数のプロセスを明確にし、「その中で最善のものは何か」を検

 

討し、それに向けた準備をする。

計画力

他人に働きかけ巻き込む力

例）「やろうじゃないか」と呼びかけ、目的に向かって周囲の人々を動かしていく。

内 容能力要素分 類

物事に進んで取り組む力

例）指示を待つのではなく、自らやるべきことを見つけて積極的に取り組む。
主体性

前に踏み

 
出す力

 
（アクショ

 
ン） 目的を設定し確実に行動する力

例）言われたことをやるだけでなく自ら目標を設定し、失敗を恐れず行動に移し、粘り強く

 

取り組む。

現状を分析し目的や課題を明らかにする力

例）目標に向かって、自ら「ここに問題があり、解決が必要だ」と提案する。
考え抜く

 
力

 
（シンキン

 
グ）

ストレスの発生源に対応する力

例）ストレスを感じることがあっても、成長の機会だとポジティブに捉えて肩の力を抜いて

 

対応する。

ストレスコン

 
トロール力

社会のルールや人との約束を守る力

例）状況に応じて、社会のルールに則って自らの発言や行動を適切に律する。
規律性

創造力
新しい価値を生み出す力

例）既存の発想にとらわれず、課題に対して新しい解決方法を考える。

組織や地域社会の中で多様な人々とともに仕事を行っていく上で必要な基礎的な能力

「社会人基礎力」
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資料：厚生労働省「若年者の就職能力に関する実態調査」結果（平成16年1月）

集団社会に必要な気持ちの良い受け答えやマナーの良い対応ができる基本的なマナービジネスマナー

内容要素能力

社会人として必要なコンピュータの基本機能の操作や情報処理・活用ができる情報技術関係

社会人として必要な経理・会計、財務に関する知識を持ち活用ができる経理・財務関係

社会人として必要な英語に関する知識を持ち活用ができる

社会人として必要な常識を持っている

職務遂行に必要な数学的な思考方法や知識を持っている

職務遂行に必要な文書知識を持っている

働くことへの関心や意欲を持ちながら進んで課題を見つけ、レベルアップを目指すことができる

働くことへの関心や意欲を持ちながら進んで課題を見つけ、レベルアップを目指すことができる

社会の一員として役割の自覚を持っている

状況にあった訴求力のあるプレゼンができる

双方の主張の調整を図り調和を図ることができる

自己主張と傾聴のバランスを取りながら効果的に意思疎通ができる

語学力関係

資格取得

社会人常識

計算・数学的思考

読み書き基礎学力

職業意識・勤労観

向上心・探求心

責任感職業人意識

自己表現力

協調性

意思疎通コミュニケーション

 
能力

事務・営業の職種について、就職基礎能力のそれぞれの能力の具体的な内容についてレベル分け(＝基礎(高校卒業レベル)、応用(大学卒業レベル)）を行い、「就職基礎能力修得の目安」として整理

企業が採用に当たって重視し、基礎的なものとして比較的短期間の訓練により

 向上可能な能力

「就職基礎能力」



78

76.6

56.1 55.2
51.5

40.0
36.6

26.2 24.8
19.5

16.1 15.4 15.2 13.8
10.3 6.9 6.7

3.7 3.0 3.0 2.5 1.4 0.9 0.0 3.7

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

コ

ミ

ュ

ニ

ケ

ー

シ

ョ

ン

能

力

協

調

性

主

体

性

チ

ャ

レ

ン

ジ

精

神

誠

実

性

責

任

感

論

理

性

ポ

テ

ン

シ

ャ

ル

柔

軟

性

創

造

性

信

頼

性

リ

ー

ダ

ー

シ

ッ

プ

職

業

観

／

就

業

意

識

専

門

性

一

般

常

識

学

業

成

績

語

学

力

感

受

性

倫

理

観

ク

ラ

ブ

活

動

／

ボ

ラ

ン

テ

ィ

ア

活

動

歴

学

校

名

大

学

／

所

属

ゼ

ミ

保

有

資

格

そ

の

他

17.0% 
表現力・プレゼン

 
テーション能力

16.6%
常に新しい知識・能

 

力を学ぼうとする力
23.6%論理的思考力18.1%問題解決力第５位

23.0% 
専門知識・

 
研究内容

17.2%
表現力・プレゼン

 
テーション能力

28.0%
専門知識・

 
研究内容

21.7%論理的思考力第４位

37.8%行動力・実行力38.6%行動力・実行力38.2%協調性43.4%協調性第３位

59.3%協調性59.3%協調性45.3%行動力・実行力49.5%行動力・実行力第２位

77.0%熱意・意欲78.6%熱意・意欲70.5%熱意・意欲77.2% 熱意・意欲第１位

専門学校卒短期大学卒大学院卒大学卒

○新卒の採用選考の際、特に重視する能力

資料：(社)日本経済団体連合会

 

「2008年度・新卒者採用に関するアンケート調査結果」（平成21年4月）

資料：(社)経済同友会

 

「企業の採用と教育に関するアンケート調査」（平成20年5月）

○新卒者採用の選考に当たっての重視点

(社)日本経済団体連合会の調査

(社)経済同友会の調査

（％）

新規採用にあたって重視する点
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